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運転免許更新センター・地域防犯ステーション（仮称）等複合施設
整備事業
事業契約書（案）
１　事業の名称

運転免許更新センター・地域防犯ステーション（仮称）等複合施設
整備事業
２　事業の場所
京都府京都市下京区烏丸通七条下る東塩小路町　702番２、３、
707番２、702番５
３　契約期間

本契約の契約成立日から事業用定期借地権設定契約期間満了時まで
（うち事業用定期借地権設定契約の契約期間は30年間）
４　契約金額

金　　　　　　円




但し、その内訳金額は別紙10に記載するところによる。



（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額
金　　　　円）

「取引に係る消費税及び地方消費税の額」は、消費税法第28条第１項及び第29条並びに地方税法第27条の82及び第72条の83の規定により算出したもので、契約金額に105分の５を乗じて得た額である。
５　契約保証金

金　　　　　　円
上記の事業について、京都府（以下、「甲」という。）と[解体企業]株式会社、[設計企業]株式会社、[建設企業]株式会社、[工事監理企業]株式会社、[維持管理企業]株式会社、[運営企業]株式会社（以下、これらの企業を総称して「乙」という。）とは、おのおの対等な立場における合意に基づいて、次の条項によって公正な契約を締結し、日本国の法令を遵守の上、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。
乙のうち、代表法人は[   ]株式会社とする。
この事業契約（以下、「本事業契約」という。）は、京都府議会の議決を得るまでは仮契約とし、当該議決を得たときに本契約として成立する。
第１章　総則
（定義）
第１条　本事業契約において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1) 本事業　公共施設整備事業及び民間提案事業であり、別紙２に定める事業をいう。
(2) 公共施設整備事業　甲が「運転免許更新センター・地域防犯ステーション（仮称）等複合施設整備事業」に関して公共施設整備事業として指定した事業をいう。

(3) 民間提案事業　本事業契約第７章の規定に基づき、乙が民間提案施設及び財団施設を整備し、民間提案施設において行う別紙２で特定された事業をいう。
(4) 募集要項　本事業に関して、平成25年5月13日に公表された募集要項本編及びその附属資料（要求水準書を除く。）をいう。

(5) 要求水準書　本事業に関して、平成25年5月13日に公表された募集要項の附属資料として添付されている要求水準書をいう。
(6) 質問回答書　甲が平成25年6月11日に公表した「募集要項に対する質問への回答」をいう。
(7) 提案書　乙が入札手続において甲に提出した応募提案、甲からの質問に対する回答書その他乙が本事業契約の締結までに提出した一切の書類をいう。
(8) 要求水準書等　本事業契約、募集要項、要求水準書、質問回答書及び提案書の総称をいう。
(9) 解体撤去業務　元七条警察署の解体及び撤去を行う業務をいう。
(10) 埋蔵文化財調査業務　本事業用地内の埋蔵文化財についての調査業務をいう。
(11) 建設業務　公共施設の建設に関する以下の業務を総称していう。なお、詳細は要求水準書等において明示される。
①　調査業務
②　設計業務

③　建設工事業務

④　監理業務

(12) 維持管理業務　公共施設の維持管理に関する業務を総称していう。なお、詳細は要求水準書等において明示される。
(13) 構成企業　乙を構成する[  ]株式会社、[  ]株式会社、[  ]株式会社及び[  ]株式会社、及び[  ]株式会社をいう。
(14) 代表法人　構成企業のうち、乙を代表する法人をいう。

(15) 解体企業　構成企業のうち、解体撤去業務を担当する[  ]株式会社をいう。
(16) 設計企業　構成企業のうち、設計業務を担当する[  ]株式会社をいう。
(17) 建設企業　構成企業のうち、埋蔵文化財調査業務及び建設工事業務を担当する[  ]株式会社をいう。
(18) 工事監理企業　構成企業のうち、監理業務を担当する[  ]株式会社をいう。
(19) 維持管理企業　構成企業のうち、維持管理業務を担当する[  ]株式会社をいう。
(20) 運営企業　構成企業のうち、民間提案事業の運営業務を担当する[  ]株式会社をいう。
(21) 本件財団　財団法人本願寺維持財団をいう。

(22) 本事業用地　本事業建物の建設の対象敷地としての、別紙４記載の土地をいう。
(23) 本事業建物　公共施設、民間提案施設及び財団施設からなる施設をいう。
(24) 公共施設　本事業契約に従い建設される本事業建物のうち、運転免許更新センター（仮称）及び地域防犯ステーション（仮称）をいう（建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第65条）（以下、「区分所有法」という。）第２条第４項に定める共有部分となるべき部分のうち甲の共有持分に相当する部分を含む。）。

(25) 民間提案施設　本事業建物のうち公共施設及び財団施設を除いた施設をいう。
(26) 財団施設　本事業建物のうち、要求水準書等に基づき本件財団が所有及び使用するために設計・建設された施設をいう。
(27) 本件引渡日　完成した公共施設の乙から甲への引渡日をいう。
(28) 本件工事　第５章に定めるところにより実施する公共施設の建設工事をいう。
(29) 本件工事開始日　別紙１に定める、本件工事の開始日をいう。
(30) 法令　法律、法律に基づく命令（告示を含む。）、地方公共団体の条例及び地方公共団体の執行機関の規則（規程を含む。）、行政庁の処分、通達、行政指導、行政指導の指針、裁判所の判決、決定、命令及び仲裁判断その他の一切の公的機関が定める規程、判断、措置等をいう。
(31) 不可抗力　暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、騒乱、暴動、第三者の行為その他の自然的又は人為的な現象のうち通常の予見可能な範囲外のもの（募集要項又は要求水準書に水準が定められている場合にあっては、当該水準を超えるものに限る。）であって、甲及び乙のいずれの責めにも帰さない事由をいう。ただし、法令の改正を除く。

（事業の概要）
第２条　本事業の概要は、別紙２の事業概要書に定めるとおりとする。
２　乙は、要求水準書等の定めるところにより、解体撤去業務、埋蔵文化財調査業務、建設業務及び維持管理業務を実施することとし、公共施設の建設を行い、その所有権を甲に引き渡し、並びに公共施設の維持管理を行い、甲は、公共施設の建設及び維持管理の対価を乙に支払うものとする。ただし、甲の公共施設の建設及び維持管理の対価の支払いは、乙の代表法人に対して支払う方法によって行う。
３　乙は、要求水準書等の定めるところにより、自らの責任において民間提案事業を実施することとする。

（乙及び構成企業の責任）
第３条　本事業における各構成企業の担当業務は、次の各号に定めるところによる。
(1) 解体撤去業務は、解体企業である[  ]株式会社が担当する。

(2) 埋蔵文化財調査業務は、建設企業である[  ]株式会社が担当する。
(3) 調査業務は、設計企業である[  ]株式会社及び建設企業である[  ]株式会社が担当する。
(4) 設計業務は、設計企業である[  ]株式会社が担当する。
(5) 建設工事業務は、建設企業である[  ]株式会社が担当する。
(6) 監理業務は、工事監理企業である[  ]株式会社が担当する。

(7) 維持管理業務は、維持管理企業である[  ]株式会社が担当する。
(8) 民間提案事業に関する業務は、民間提案施設及び財団施設の設計及び建設は設計企業である[  ]株式会社、建設企業である[  ]株式会社及び工事監理企業である[  ]株式会社が、民間提案施設の維持管理は維持管理企業である[  ]株式会社が、民間提案施設における運営は運営企業である[  ]株式会社が担当する。
２　各構成企業は、本事業契約で規定する乙及びその構成企業の甲に対する各債務の全てについて、連帯債務を負うものとする。
３　一部の構成企業が担当する業務の履行の確保が困難となった場合において、他の構成企業が当該業務の履行の確保のための措置を行う場合は、乙は、あらかじめ、当該措置の具体的内容を甲に説明し、甲の承諾を得なければならない。

（事業の日程)

第４条　本事業の日程は、別紙１に定めるとおりとする。

（乙の資金計画）
第５条　本事業に関連する費用は、本事業契約に特段の規定のある場合を除き、すべて乙の負担とし、かつその費用にあてるために必要な資金の調達は乙の責任においてなすものとする。
（契約保証金）
第６条　乙は、本事業のうち建設業務の履行を保証するため、本事業契約締結日に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなければならない。さらに、第３号及び第４号の場合においては、本事業契約締結日に、それぞれ保証証券又は保険証券の原本を甲に提出しなければならない。
(1) 契約保証金の納付
(2) 本事業契約による債務の不履行により生じる損害金の支払を保証する銀行、甲が認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。）の保証
(3) 本事業契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証
(4) 本事業契約による債務の不履行により生じる損害をてん補する甲を被保険者とする履行保証保険契約の締結
２　前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第４項において「保証の額」という。）は、公共施設建設の対価に相当する額の10分の１以上としなければならない。
３　第１項の規定により、乙が同項第２号に掲げる保証を付したときは、当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第３号又は第４号に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。

４　公共施設建設の対価の変更があった場合においては、保証の額が変更後の公共施設建設の対価の10分の１に達するまで、甲は、保証の額の増額を請求することができ、乙は、保証の額の減額を請求することができる。
５　乙と第40条第２項に規定する請負人との間の公共施設に係る請負契約に関し履行保証保険契約を締結し、当該保険契約に係る保険金請求権に本事業契約による甲の乙に対する損害賠償請求権を被担保債権とする第一順位の質権を設定する場合においては、本条第１項第４号の保証がなされたものとみなす。この場合においては、前三項の規定を準用する。
６　契約保証金には、利息を付さない。

７　甲は、公共施設の引渡し完了後、第１項の契約保証金、保証証券又は保険証券を乙に返還する。

（権利及び義務の譲渡等）
第７条　乙は、本事業契約又は本事業に関して甲との間で締結した契約に基づく契約上の地位、権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは承継し、又は担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、甲の承諾を得た場合は、この限りでない。
２　甲は、合理的な理由なく、前項の承諾を留保し、又は遅延してはならない。
３　乙は、公共施設を第三者に譲渡し、貸与し、又は抵当権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、甲の承諾を得た場合は、この限りでない。

（特許権等の使用）
第８条　乙は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている事業手法、工事材料、施工方法等を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。ただし、甲がその事業手法、工事材料、施工方法等を指定した場合においては、要求水準書等（提案書を除く。）に特許権等の対象である旨の明示がなく、かつ、乙がその存在を知らなかったときは、甲は、乙がその使用に関して要した経費を負担しなければならない。

（モニタリング）
第９条　甲は、本事業契約書の本則によるほか、本事業の実施について、別紙３に定めるところによりモニタリングを行う。
２　甲は、モニタリングの費用のうち、乙の負担とされているものを除き、これを負担する。
３　乙は、本事業に関し、要求水準書に定める要求水準が達成されていない状態（以下、「要求水準等未達成」という。）が生じたと認める場合においては、その理由及び状況並びに対応方針を直ちに甲に報告するとともに、これらを記載した書面を遅滞なく甲に提出しなければならない。
４　甲は、モニタリングを理由として、本事業に係る乙の責任の全部又は一部について何ら責任を負うものではない。

（土地の使用）
第10条　本事業建物の建設及び整備は、別紙４記載の本事業用地において行う。
２　乙は、本件工事開始日から本事業契約期間満了までの期間において、代表法人が甲と別紙11の様式に従った事業用定期借地権設定契約を締結することにより、本事業の目的の実施のため必要な範囲において、本事業用地を使用することができる。
３　乙は、本事業用地に関する権利を第三者に譲渡し、又はこれを転貸してはならない。
４　乙は、本事業用地の管理について、不可抗力によるものを除くほか、一切の責任を負わなければならない。
５　本事業用地を除くほか、本事業に係る資材置き場等が必要な場合においては、乙は、自らの費用及び責任においてこれを確保するものとする。

（条件変更等）
第11条　乙は、本事業の実施に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見したときは、その旨を直ちに甲に通知し、その確認を求めなければならない。
(1) 要求水準書等の内容が一致しないこと
(2) 募集要項又は要求水準書に誤びゅう又は脱漏があること。
(3) 募集要項又は要求水準書の表示が明確でないこと。
(4) 募集要項又は要求水準書に示された自然的人為的な履行条件が実際と相違すること。
(5) 募集要項又は要求水準書に明示されていない履行条件について予期することができない特別の状態が生じたこと。
２　甲は、前項の規定による確認を求められたとき又は自ら前項各号に掲げる事実を発見したときは、乙の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、乙が立会いに応じない場合には、乙の立会いを得ずに当該調査を行うことができる。
３　甲は、乙の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示する必要があるときは、当該指示を含む。）を取りまとめ、調査の終了後14日以内に、その結果を乙に通知しなければならない。ただし、その期間内に通知できないやむを得ない理由があるときは、あらかじめ、乙の意見を聴いた上で、当該期間を延長することができる。
４　前項の調査の結果により第１項各号に掲げる事実が確認された場合において、必要があると認められるときは、甲は、募集要項又は要求水準書の訂正又は変更を行わなければならない。
５　乙は、前項の規定により募集要項又は要求水準書の訂正又は変更が行われた場合において、必要があると認めるときは、本件引渡日の変更を甲に求めることができる。
６　甲は、第４項の規定により募集要項又は要求水準書の訂正又は変更が行われた場合において、乙に合理的な費用の増加又は損害が生じたときは、これを負担する。ただし、当該費用の増加又は損害が、乙の責めに帰すべき事由により生じた場合は、この限りでない。

（募集要項・要求水準書の変更）
第12条　甲は、前条第４項の規定によるほか、必要があると認める場合においては、募集要項又は要求水準書の変更内容を乙に通知して、募集要項又は要求水準書を変更することができる。
２　前項の規定により募集要項又は要求水準書を変更した場合において、乙に合理的な費用の増加又は損害が生じたときは、甲は、これを負担する。ただし、当該費用の増加又は損害が、乙の責めに帰すべき事由により生じた場合は、この限りでない。

（事業の中止）
第13条　甲は、必要があると認める場合においては、本事業の中止内容を乙に通知して、本事業の全部又は一部の実施を一時中止させることができる。
２　甲は、前項の規定により本事業の全部又は一部の実施を一時中止した場合において、乙に合理的な費用の増加又は損害が生じたときは、これを負担する。ただし、当該一時中止が、乙の責めに帰すべき事由により生じた場合は、この限りでない。

（許認可、届出等）
第14条　乙は、本事業を実施するために必要な許認可を自らの費用及び責任において取得するものとする。
２　乙は、本事業を実施するために必要な届出を自らの費用及び責任において行うものとする。
３　前二項の場合において、乙からの要請があるときは、甲は、乙による許認可の取得又は届出に必要な資料の提供その他について協力するものとする。
４　乙は、第１項又は第２項の場合において、許認可の申請又は届出の遅延により増加費用が生じたときは、これを負担する。ただし、当該遅延が甲の責めに帰すべき場合においては、甲が当該増加費用を負担する。
５　第１項及び第２項の規定にかかわらず、甲が取得すべき許認可及び甲が行うべき届出は、甲が、自らの費用及び責任において行うものとする。
６　前項の場合において、甲からの要請があるときは、乙は、甲による許認可の取得又は届出に必要な資料の提供その他について協力するものとする。
７　甲は、第５項の場合において、許認可の申請又は届出の遅延により増加費用が生じたときは、これを負担する。ただし、当該遅延が乙の責めに帰すべき場合においては、乙が当該増加費用を負担する。
８　乙は、本事業を実施するために必要な道路管理者、電気事業者、電気通信事業者、ガス事業者、水道事業者、下水道管理者等との協議を自らの費用及び責任において行うものとする。
９　乙は、甲から要請がある場合においては、甲が行う本事業に係る交付金等申請書類の作成について協力するものとする。

（近隣住民等による要望活動等）
第15条　甲は、要求水準書等において乙に提示した条件に起因する近隣住民等による要望活動又は訴訟により、本事業に係る増加費用が生じた場合においては、これを負担する。
２　乙は、前項の場合を除くほか、近隣住民等による要望活動又は訴訟による本事業に係る増加費用を負担する。
第２章　解体撤去業務及び埋蔵文化財調査業務
（解体撤去業務）

第16条　乙は、要求水準書等に定めるところにより、解体撤去業務として、本事業契約時に本事業用地に存在する建築物及びその附帯施設を解体し、別紙１記載の日程にしたがって撤去する。
２　乙は、解体撤去業務の計画書及び日程表を甲に提出し、甲の確認を得たうえで解体を開始する。

３　第１項の解体を行うにあたり、乙は周辺家屋影響調査など周辺の安全を確保するために必要な措置を行う。

４　乙は、第１項に基づく解体による発生材を場外に搬出し、法令に基づき産業廃棄物を適切に処理する。

５　乙は、解体撤去業務に関して、要求水準書に定めるところにより監理業務を実施する。当該業務について、第41条第２項から第８項を準用する。
６　乙は、解体撤去業務が完了した後すみやかに甲に対して解体完了届を提出し、甲は解体撤去業務が要求水準書等の内容を達成しているかを確認する。
７　甲は、必要があると認める場合においては、随時、乙から解体撤去業務について報告を求めることができる。

８　前項に定めるほか、第９条及び別紙３に定めるところにより、甲はモニタリングを行う。
（埋蔵文化財調査業務）

第17条　乙は、前条第６項に基づく甲の確認を受けた後、要求水準書等に定めるところにより、別紙１記載の日程にしたがって本事業用地の埋蔵文化財調査を行う。
２　乙は、埋蔵文化財調査業務の計画書及び日程表を甲に提出し、甲の確認を得たうえで埋蔵文化財調査を開始する。

３　乙は、埋蔵文化財調査業務に関する費用を負担する。
４　乙は、埋蔵文化財調査の費用が要求水準書等に定める金額を超える可能性又は埋蔵文化財調査業務が要求水準書に定める期間内に終了しない可能性が生じた場合には、すみやかに甲に報告し、対応について甲の指示に従う。

５　乙は、毎月、埋蔵文化財調査の経過を甲に報告し、埋蔵文化財調査が完了した後すみやかに甲に対して報告書を提出する。

６　埋蔵文化財調査の結果、乙が本件引渡日の変更が必要であると判断した場合、甲にその旨を報告し、甲は乙と協議の上、対応を決定する。
７　甲は、必要があると認める場合においては、随時、乙から埋蔵文化財調査について報告を求めることができる。

８　前項に定めるほか、第９条及び別紙３に定めるところにより、甲はモニタリングを行う。
（埋蔵文化財調査業務の委託）

第18条　乙は、第17条に定める埋蔵文化財調査業務の全部又は一部を、甲の承諾を得て第三者に委託することができる。
２　前項に基づき業務の委託を受けた者（以下、「埋蔵文化財調査受託者」と総称する。）の使用は、すべて乙の責任において行うものとし、埋蔵文化財調査受託者の責めに帰すべき事由は、その原因及び結果のいかんを問わず、乙の責めに帰すべき事由とみなす。
３　乙は、埋蔵物文化財調査受託者に関する何らかの紛争等により本件工事の開始又は公共施設の引渡しが遅延した場合においては、甲又は乙に生じることとなる増加費用及び損害のすべてを負担する。
第３章　調査業務

（調査業務の概要）
第19条　乙は、本件工事開始日以降において、建設業務に係る調査業務として以下の各号の業務を、要求水準書等に定めるところにより実施するものとする。

(1) 地質障害及び地中障害物に関する調査

(2) 土壌汚染の調査

(3) 測量及び地盤の調査

(4) 電波障害調査

(5) 周辺家屋影響調査
２　乙は、自らの責任において前項の調査を実施するものとし、これに関する一切の責任を負担する。
３　乙は、調査業務の計画書及び日程表を甲に提出し、甲の確認を得たうえで調査を開始する。
（調査業務の委託）
第20条　乙は、第三者に前条第１項の調査の全部又は一部を委託してはならない。ただし、やむを得ない事情がある場合で、あらかじめ、甲の承諾を得たときは、この限りでない。
２　乙から前条第１項の調査の全部又は一部の委託を受けた者（以下「調査受託者」という。）の使用は、すべて乙の責任において行うものとし、調査受託者の責めに帰すべき事由は、その原因及び結果のいかんを問わず、乙の責めに帰すべき事由とみなす。
３　乙は、調査受託者に関する何らかの紛争等により本件工事の開始又は公共施設の引渡しが遅延した場合においては、甲又は乙に生じることとなる増加費用及び損害のすべてを負担する。

（調査業務に関するモニタリング）
第21条　乙は、第19条第１項に規定する各調査に着手しようとするときは、あらかじめ、甲に通知するものとする。
２　甲は、必要があると認める場合においては、随時、乙から第19条第１項に規定する調査について報告を求めることができる。

３　前二項に定めるほか、第９条及び別紙３に定めるところにより、甲はモニタリングを行う。

（調査結果の報告）
第22条　乙は、第19条第１項に規定する調査を完了したときは、直ちに甲に結果報告書を提出しなければならない。
２　甲は、前項の結果報告書を受理したときは、当該調査が要求水準書等の内容を達成しているかを確認する。
３　甲は、前項の確認により、当該調査が要求水準等未達成と認める場合においては、別紙３に定めるところにより、必要な措置を講じるものとする。

（調査結果による増加費用等）
第23条　第11条第６項の規定にかかわらず、乙は、要求水準書の添付書類から合理的に予想される範囲内の本事業用地の地質障害もしくは地中障害物又は電波障害により生じる合理的な増加費用及び損害を負担する。
２　甲は、本事業用地の土壌汚染により生じる合理的な増加費用及び損害を負担する。また、本事業用地の土壌汚染により公共施設の引渡しが遅延した場合については第58条第３項に定めるところによる。ただし、第19条第１項に規定する調査又は前条第１項に規定する結果報告書に誤びゅう又は脱漏がある場合においては、乙は、当該誤びゅう又は脱漏により生じる一切の責任を負担し、かつ、これによる一切の増加費用及び損害（再調査費の負担を含む。）を負担するものとする。
３　乙は、前項の増加費用及び損害の発生及び拡大を阻止し、又は低減するよう努めるものとする。
４　第２項第一文及び第二文並びに第35条第２項に定める場合を除き、乙は調査の結果生じた一切の増加費用又は損害を負担する。
５　土壌汚染の存在が確認された場合、甲は必要な措置を乙に対して求めることができる。
第４章　設計業務

（設計業務の概要）
第24条　乙は、設計業務に係る基本設計及び実施設計を要求水準書等に定めるところにより実施するものとする。
２　乙は、自らの責任において前項の設計を実施するものとし、これに関する一切の責任（設計上の不備及び瑕疵並びに乙による設計の変更から発生する増加費用を含む。）を負担する。

（設計業務の委託）
第25条　乙は、第三者に前条第１項の業務の全部又は一部を委託してはならない。ただし、やむを得ない事情がある場合で、あらかじめ、甲の承諾を得たときは、この限りでない。
２　乙から前条第１項の業務の全部又は一部の委託を受けた者（以下「設計受託者」という。）の使用は、すべて乙の責任及び費用負担において行うものとし、設計受託者の責めに帰すべき事由は、その原因及び結果のいかんを問わず、乙の責めに帰すべき事由とみなす。
３　乙は、設計受託者に関する何らかの紛争等により本件工事の開始又は公共施設の引渡しが遅延した場合においては、甲又は乙に生じることとなる増加費用及び損害のすべてを負担する。

（設計図書等の著作権）
第26条　甲は、設計図書、竣工図書その他本事業契約に関して甲の要求に基づき作成される一切の書類（以下「設計図書等」という。）について、甲による公共施設の所有及び維持管理に必要な範囲で、甲の裁量により利用する権利を有するものとする。
２　前項の権利は、本事業契約の終了後も存続するものとする。
３　設計図書等が著作権法（昭和45年法律第48号）第２条第１項第１号に規定する著作物に該当する場合においては、同法第２章及び第３章に規定する著作者の権利の帰属は、同法の定めるところによる。
４　乙は、甲が設計図書等を次に掲げるとおり利用することができるようにしなければならない。
(1) 設計図書等の内容を公表すること。
(2) 本事業建物の完成、増築、改築、修繕等のために必要な範囲で、甲及び甲の委託する第三者が複製、頒布、展示、改変、翻訳その他の修正をすること。
(3) 本事業建物を写真、模型、絵画その他の媒体により表現すること。
(4) 本事業建物を増築し、改築し、修繕若しくは模様替えにより改変し、又は取り壊すこと。
５　乙は、設計図書等について、著作権法第19条第１項又は第20条第１項の規定による権利を行使し、又は著作権者（甲を除く。）に行使させてはならない。
６　乙は、次に掲げる行為を行い、又は著作権者（甲を除く。）に行わせてはならない。ただし、あらかじめ、甲の承諾を得た場合は、この限りでない。
(1) 第３項の著作物に係る著作権を第三者に譲渡し、又は承継させること（乙以外に関して生じる包括承継の場合を除く。）。
(2) 設計図書等の内容を公表すること。
(3) 公共施設に乙又は著作権者（甲を除く。）の実名又は変名を表示すること。

（著作権等の侵害の防止）
第27条　乙は、設計図書等が、第三者の有する著作権等を侵害するものでないことを甲に対して保証する。
２　乙は、設計図書等が第三者の有する著作権等を侵害し、第三者に対してその損害の賠償を行い、又は必要な措置を講じなければならない場合においては、その賠償額を負担し、又は自らの負担において必要な措置を講じるものとし、甲に一切の費用負担を生じさせないものとする。

（進ちょく状況に関する確認等）
第28条　乙は、第24条第１項に規定する設計業務の進ちょく状況について、甲の定期的な確認を受けるものとする。
２　乙は、第24条第１項に規定する設計業務の進ちょく状況について、定期的に甲と打ち合わせを行うものとする。

（設計業務に関するモニタリング）
第29条　甲は、公共施設が要求水準書等に従って設計されていることを確認するために、公共施設の設計状況その他について、乙に対し、事前に通知した上でその説明を求め、又は書類の提出を求めることができる。
２　乙は、前項の説明又は書類の提出について、必要な協力を行うほか、設計者に甲に対して必要な説明及び報告を行わせるものとする。
３　甲は、前二項の規定により説明等を受けた場合において、指摘すべき事項があるときは、乙に意見を述べることができる。

４　前三項に定めるほか、第９条及び別紙３に定めるところにより、甲はモニタリングを行う。

（設計図書の提出）
第30条　乙は、契約成立日後、速やかに、別紙５の１に掲げる書類を甲に提出し、その内容について甲の承諾を得なければならない。甲の承諾を得た場合は、速やかに、公共施設の基本設計を実施し、その完了後、遅滞なく、甲に別紙５の２に掲げる事項を内容とする基本設計図書を提出し、その説明を行わなければならない。
２　乙は、次条第２項の規定により基本設計の修正を要しないと通知された後、速やかに、公共施設の実施設計を行い、その完了後、遅滞なく、甲に別紙５の３に掲げる事項を内容とする実施設計図書を提出し、その説明を行わなければならない。
３　乙は、設計図書の変更を行った場合においては、遅滞なく、甲に関係図書を提出し、その説明を行わなければならない。

（設計図書の確認等）
第31条　甲は、前条の規定により提出された設計図書の内容を確認し、当該設計図書の内容が要求水準書等が要求する性能及び仕様を満たさないと認める場合においては、乙に対して、乙の負担により当該設計図書を修正することを求めることができる。
２　甲は、前項の確認により、当該設計図書の変更を必要としないと認める場合においては、その旨を乙に遅滞なく通知するものとする。
３　乙は、甲からの指摘により又は自ら設計に不備、不具合等を発見した場合においては、乙の負担により速やかに設計図書の修正を行い、当該修正について、甲に報告し、その確認を受けるものとする。設計の変更について、不備、不具合等を発見した場合においても、同様とする。
４　前三項の規定によるほか、甲は、乙が行う第24条第１項に規定する業務が要求水準等未達成と認める場合においては、別紙３の３に定めるところにより、必要な措置を講じるものとする。
５　前条の規定により提出された設計図書のうち、工事費概算書及び建設工事工程表は、本事業契約に特段の定めがある場合を除くほか、甲及び乙を拘束しないものとする。
６　乙は、第24条第１項に規定する基本設計を完了した後に、本事業契約における増加費用等の算定の根拠とするため、公共施設建設の対価の内訳表を作成し、甲に提出しなければならない。
７　乙は、第24条第１項に規定する実施設計を完了した後に、前項の公共施設建設の対価の内訳表に必要な修正を行い、これを甲に提出しなければならない。

（提出前の設計図書の使用）
第32条　甲は、第30条第１項又は第２項の規定による設計図書の提出前においても、設計図書の全部又は一部を乙の承諾を得て使用することができる。
２　前項の場合において、甲は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使用しなければならない。
３　甲は、第１項の規定により設計図書の全部又は一部を使用したことによって乙に損害が生じた場合においては、これを負担する。

（設計図書の変更）
第33条　甲は、設計図書の提出後本件工事が完了するまでの間、必要と認める場合においては、本件引渡日の変更を伴わず、かつ、乙の提案の範囲を逸脱しない限りにおいて、設計図書の変更内容を乙に通知して、設計図書の変更を求めることができる。
２　前項の場合において、乙は、前項の通知を受けてから15日以内に、当該設計図書の変更により生じる費用、工期又は工程の変更の有無等の検討結果を記載した書面を甲に提出しなければならない。
３　甲は、第１項の規定により設計図書を変更した場合において、当該設計図書の変更により乙に合理的な増加費用が生じたときは、これを負担する。この場合において、当該増加費用の支払条件等については、甲乙協議して定める。
４　甲は、前項の規定により増加費用を負担する場合において、特別の理由があるときは、当該増加費用の全部又は一部の負担に代えて設計図書のさらなる変更を乙に求めることができる。
５　前項の場合において、設計図書の変更内容は、甲乙協議して定める。ただし、当該協議が調わない場合においては、甲が合理的な変更内容を定め、乙に通知する。
６　第１項又は第４項の規定によるほか、乙は、設計図書の変更をしようとする場合においては、甲の承諾を得なければならない。
７　乙は、前項の規定により設計図書を変更した場合において、当該設計図書の変更により乙に増加費用が生じたときは、これを負担する。
８　甲は、第１項、第４項又は第６項の規定により設計図書を変更した場合において、当該設計図書の変更により本事業契約による設計又は建設に係る費用が減少したときは、当該減少額を公共施設建設の対価から減じることができる。

（法令改正による設計変更等）
第34条　法令の改正により公共施設の設計を変更しなければならなくなった場合における措置は、第93条に定めるところによる。
２　前項の場合における当該法令の改正により乙に生じた合理的な増加費用負担及び損害の負担については、第94条に定めるところによる。

（土地の瑕疵等による設計変更等）
第35条　乙は、要求水準書の添付資料から合理的に予想不可能な本事業用地の瑕疵の発見等により、公共施設の設計を変更しなければならない場合においては、甲に本事業契約による設計又は建設工事の変更の承諾を求めることができる。
２　甲は、前項の規定により設計又は建設工事を変更した場合において、当該変更により乙の設計、建設工事又は資金調達に係る費用が増加したときは、これを負担する。
３　甲は、第１項の規定により設計又は建設工事を変更した場合において、当該変更により乙の設計、建設工事又は資金調達に係る費用が減少したときは、これを公共施設建設の対価から減じることができる。
４　甲及び乙は、第１項の規定により設計又は建設工事を変更した場合において、当該変更により公共施設の引渡しの遅延が見込まれるときは、甲乙協議の上、本件引渡日を変更することができるものとする。

（設計費用の減少）
第36条　甲は、第11条第４項又は第12条第１項の規定により募集要項又は要求水準書の訂正又は変更を行った場合において、当該訂正又は変更により、設計に係る乙の費用が減少したときは、当該減少額を公共施設建設の対価から減じることができる。

第５章　建設工事業務及び監理業務
（建設工事業務の概要）
第37条　乙は、要求水準書等に定めるところにより公共施設の建設工事業務を実施するものとする。

２　乙は、自らの責任において前項の業務を実施するものとし、これに関する一切の責任を負担する。

（建設工事保険等）
第38条　乙は、本件工事開始日から本件引渡日までの間、別紙６の１及び２に掲げる保険契約を締結し、又は第40条第２項に規定する請負人に締結させなければならない。
２　乙は、前項の保険契約を締結したときは、当該保険契約の証券又はこれに代わるものを直ちに甲に提示しなければならない。
３　乙は、第１項の保険契約の保険料を負担する。

（施工計画書等）
第39条　乙は、別紙７の１に掲げる書類を本件工事開始日までに甲に提出しなければならない。
２　乙は、別紙１の日程表に従って詳細な工事工程を示した月間工程表及び週間工程表並びに施工計画書を別紙７の２に定めるところにより作成し、甲に提出した上で、これらに従って工事を施工するものとする。このほか、乙は別紙７の２に定める書類を、建設工事期間中に甲に提出する。
３　乙は、前項の月間工程表及び週間工程表並びに施工計画書に変更が生じた場合においては、速やかに、甲に通知し、その承諾を得るものとする。
４　乙は、本件工事の現場に常に工事記録を整備し、甲の求めがあった場合においては、速やかに、これを提示しなければならない。
５　甲は、必要と認める場合においては、随時、乙に施工体制台帳（建設業法（昭和24年法律第100号）第24条の７に規定する施工体制台帳をいう。）及び施工体制に係ることについて報告を求めることができるものとする。
（建設工事業務の第三者の請負）
第40条　乙は、第三者に建設工事業務の全部又は一部を請け負わせてはならない。ただし、やむを得ない事情がある場合で、あらかじめ、甲の承諾を得たときは、この限りでない。
２　乙から建設工事業務の全部又は一部を請け負った者（以下「請負人」という。）が、更にその一部をその他の第三者に請け負わせようとするときは、乙は、あらかじめ、甲に通知するものとする。
３　請負人及び前項の規定により請負人から建設工事業務の一部を請け負った者（以下「下請人」という。）の使用は、すべて乙の責任及び費用負担において行うものとし、請負人及び下請人（以下「請負人等」という。）の責めに帰すべき事由は、その内容及び結果のいかんを問わず、乙の責めに帰すべき事由とみなす。
４　乙は、請負人等に関する何らかの紛争等により本件工事が遅延した場合においては、甲又は乙に生じた増加費用及び損害のすべてを負担する。
（監理業務）
第41条　乙は、監理業務を要求水準書等に定めるところにより実施するものとする。
２　甲は、必要と認める場合においては、随時、工事監理者に、甲に対して本件工事についての事前説明若しくは事後説明を行うよう求め、又は乙に、工事監理者から甲に対して本件工事についての事前説明若しくは事後説明を行わせるよう求めることができるものとする。
３　工事監理者は、本件工事について監理月報及び監理報告書を毎月作成し、当該月の翌月の５日までに乙に提出するものとし、乙は、これらを同月の７日までに甲に提出するものとする。
４　工事監理者の設置は、すべて乙の責任と費用において行うものとし、乙は、その原因及び結果のいかんを問わず、工事監理者の設置及びその活動により生じた増加費用及び損害を負担する。
５　乙は、本件引渡日に、監理業務に関する成果品等をそえて甲に業務完了報告書を提出しなければならない。
６　甲は、前項の業務完了報告書を受理したときは、その日から10日以内に業務の完了の確認のため検査を行わなければならない。
７　乙は、前項の検査の結果不合格となり、補正を命じられたときは、遅滞なく当該補正を行い、再検査を受けなければならない。
８　第５項及び第６項の規定は、前項の補正の完了及び再検査の場合に準用する。
（本件工事の現場の安全管理等）
第42条　乙は、自らの責任及び費用において本件工事の現場の安全管理及び警備を適切に行うものとする。
２　乙は、本件工事の施工について、建設機械器具等必要な設備の盗難、損傷等により追加費用が生じた場合においては、これを負担する。
（公共施設の建設に伴う近隣対策）
第43条　乙は、本件工事の着工前に、自らの責任及び費用において、周辺住民に対して工事実施計画（施設の配置、施工時期、施工方法等の計画をいう。以下同じ。）について説明を行い、その了解を得るよう努めなければならない。
２　甲は、必要と認める場合においては、前項の説明に協力するものとする。
３　乙は、第１項の規定によるほか、自らの責任及び費用において、騒音、振動、地盤沈下、地下水の断絶、大気汚染、水質汚濁、臭気その他の本件工事が近隣住民の生活環境に与える影響を勘案し、合理的に要求される範囲の近隣対策を実施するものとする。
４　乙は、第１項の説明又は前項の近隣対策（以下この条において「建設に伴う近隣対策」という。）を実施する場合においては、甲に、事前にその内容を報告し、事後にその結果を報告しなければならない。
５　乙は、建設に伴う近隣対策の不調を理由として事業計画を変更しようとする場合においては、甲の承諾を得なければならない。この場合において、甲は、乙が事業計画を変更せず、更なる調整によっても近隣住民の了解が得られないことを明らかにした場合に限り、事業計画の変更を承諾するものとする。
６　甲及び乙は、建設に伴う近隣対策の結果により公共施設の引渡しの遅延が見込まれる場合においては、甲乙協議の上、本件引渡日を変更することができるものとする。
７　乙は、建設に伴う近隣対策の結果により乙に生じた費用（前項の規定により本件引渡日が変更されたことによる増加費用を含む。）を負担する。ただし、甲が要求水準書等に定めた条件に直接起因する費用については、甲が負担する。
（建設業務に関するモニタリング）
第44条　乙は、工事報告書を毎月作成し、当該月の翌月７日までに甲に提出するものとする。
２　甲は、本件工事の進ちょく状況について、随時、乙に報告を求めることができるものとする。
３　甲は、本件工事について、本件工事の着工前及び施工中において、随時、乙に質問をし、説明を求めることができるものとする。
４　甲は、前項の規定による説明が合理的でないと認める場合においては、当該説明の対象となった事項について甲乙協議することができるものとする。
５　甲は、本件工事の施工中において、随時、乙に事前に通知することなく、本件工事に立ち会うことができるものとする。
６　甲は、本件工事の施工中において、公共施設が設計図書に従って建設されていることを確認するために、乙に事前に通知して、公共施設の建設についての中間確認を乙又は請負人等に求めることができるものとする。
７　甲は、第１項の規定による報告書の提出を受け、第２項の規定による報告を受け、第３項の規定による説明を受け、第５項の規定による立会いを行い、又は前項の規定による中間確認を行った場合において、本件工事の状況が要求水準等未達成と認めるときは、乙にその是正を求めることができるものとする。
８　乙は、工事監理者が定める本件工事の施工中に行う公共施設の検査又は試験を実施しようとする場合においては、あらかじめ、甲に通知するものとする。
９　甲は、前項の検査又は試験に立ち会うことができるものとする。

10　前九項に定めるほか、第９条及び別紙３に定めるところにより、甲はモニタリングを行う。

11　甲は、前各項の規定によるモニタリングを理由として、公共施設の設計及び建設の全部又は一部について何らの責任を負うものではない。
（一般的損害）
第45条　本件引渡日前に、公共施設又は工事材料に生じた損害その他本件工事の施工に関して生じた損害については、本事業契約に別段の定めがある場合を除くほか、乙がその費用を負担する。ただし、当該損害（第38条第１項の規定により乙又は請負人が加入した保険によりてん補された部分を除く。）のうち甲の責めに帰すべき事由により生じたものについては、甲が負担する。
（本件工事の施工中に第三者に生じた損害）
第46条　乙は、自らの責めに帰すべき事由により本件工事の施工について第三者に損害が生じた場合においては、その損害を賠償しなければならない。
２　乙は、前項に規定する場合のほか、本件工事の施工に伴い通常避けることのできない騒音、振動、地盤沈下、地下水の断絶、臭気の発生等により第三者に損害が生じた場合においては、これを負担する。ただし、当該損害が、甲の責めに帰すべき事由により生じた場合においては、甲がこれを負担する。
３　前項の場合を除き、本件工事の施工について不可抗力により第三者に損害が生じた場合においては、第97条に定めるところによる。
（完成検査）
第47条　乙は、自らの費用負担において公共施設の完成検査を行う。
２　乙は、第１項の完成検査を行う７日前までに、同項の完成検査を行う旨を甲に通知するものとする。
３　甲は、第１項の完成検査に甲が立ち会うことを乙に求めることができるものとする。ただし、甲は、当該立会いを理由として何らの責任を負担するものではない。
４　乙は、第１項の完成検査については、公共施設が要求水準書等に定める性能及び仕様を充足しているか否かについて、甲乙協議で定める方法により検査するものとする。
５　乙は、第３項の規定による甲の立会いの有無を問わず、その結果を検査済証にその他の検査結果に関する書面の写しを添えて完成届とともに甲に提出しなければならない。
（竣工図書の提出）
第48条　乙は、前条第５項に規定する完成届の提出後、速やかに、別紙８に掲げる竣工図書を甲に提出しなければならない。
２　乙は、次条第３項の規定により必要な措置を講じるよう求められた場合において、前項の竣工図書の変更が必要となるときは、速やかに、当該竣工図書を変更して、甲に提出しなければならない。
（完工確認）
第49条　甲は、第47条第５項の規定により完成届の提出があった場合においては、公共施設が要求水準書等に定める性能及び仕様を充足しているか否かについて確認するため、完工確認を行うものとする。
２　前項の完工確認の方法は、次のとおりとする。
(1) 甲は、乙又は請負人等及び工事監理者の立会いの下で、完工確認を実施する。
(2) 完工確認は、監理報告書、竣工図書及び設計図書との照合により実施する。
(3) 機器、備品等の試運転等は、乙の責任及び費用において、完工確認前に乙が実施し、その報告書を甲に提出するものとし、甲は、当該試運転等に立ち会うことができるものとする。
(4) 乙は、前号の試運転等とは別に、機器、備品等の取扱いに関する甲への説明を実施する。
(5) 甲は、必要があると認められるときは、その理由を乙に通知して、公共施設を最小限度破壊して検査することができる。
(6) 前号の検査又は復旧に直接要する費用は、乙の負担とする。
３　甲は、第１項の完工確認の結果、公共施設が要求水準書等に定める性能及び仕様を充足していないと認める場合においては、別紙３の３に定めるところにより必要な措置を講じるものとする。
４　乙は、前項の規定により公共施設の改善を求められた場合においては、当該改善に要する費用を負担する。
（完工確認通知書の交付）
第50条　甲は、次の各号のいずれにも該当する場合において、乙に遅滞なく完工確認通知書を交付するものとする。
(1) 前条第１項の完工確認の結果、公共施設が要求水準書等に定める性能及び仕様を充足していると認められること。
(2) 乙が、第48条第１項の規定により竣工図書を提出していること
２　甲は、前項の完工確認通知書の交付を理由として、公共施設の設計及び建設の全部又は一部について責任を負担するものではない。
（公共施設の引渡し及び所有権の移転）
第51条　乙は、前条第１項の規定により完工確認通知書の交付を受けた場合においては、これと同時に、別紙９に定める書類及び登記申請に必要な書類を甲に提出し、本件引渡日において公共施設を甲に引き渡し、公共施設の所有権を甲に取得させる。なお、第７章に基づき乙が公共施設と一体の施設として民間提案施設及び財団施設を建設する結果、甲は公共施設の部分についての区分所有権（区分所有法第２条第１項に定める区分所有権をいう）を取得する。
２　乙は、公共施設について、担保権その他制限物権等の負担のない、完全な所有権を原始的に甲に取得させる。
（公共施設建設の対価の支払）
第52条　公共施設建設の対価は、別紙10に掲げる方法、スケジュールにより支払う。
２　甲及び乙は、契約成立日以降の物価の変動により本事業に係る費用の変動があった場合においても、公共施設建設の対価の見直しを行わないものとする。
（部分使用）
第53条　甲は、第51条の規定による引渡し前においても、公共施設の全部又は一部を乙の承諾を得て使用することができる。
２　前項の場合において、甲は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使用しなければならない。
３　甲は、第１項の規定により公共施設の全部又は一部を使用したことによって、甲の責めに帰すべき事由により乙に損害が生じた場合においては、これを負担する。
（甲の責めに帰すべき事由による費用の増加等）
第54条　甲は、第８条ただし書、第11条第６項本文、第12条第２項本文、第13条第２項本文、第14条第４項ただし書及び第７項本文、第15条第１項、第23条第２項本文、第33条第３項、第35条第２項、第43条第７項ただし書並びに第58条第１項及び第３項に規定する場合のほか、甲の責めに帰すべき事由により、本件工事に係る乙の費用が増加した場合においては、これを負担する。
２　甲は、第33条第８項、第35条第３項及び第36条に規定する場合のほか、甲の指示により乙が負担する本件工事の費用が減少したときは、当該減少額を公共施設建設の対価から減じることができる。
（建設中の光熱水費）
第55条　乙は、公共施設の引渡しまでの間の光熱水費について、その実費を負担する。
（公共施設の瑕疵担保）
第56条　甲は、公共施設又は本事業契約に基づき乙が公共施設に設置した機器、備品等に瑕疵がある場合においては、乙に、相当の期間を定めて、当該瑕疵の修補（備品については、交換を含む。以下同じ。）を請求し、又は修補に代え若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができる。
２　前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、本件引渡日から２年以内に行わなければならない。ただし、その瑕疵が乙の故意若しくは重大な過失により生じた場合には、当該請求を行うことができる期間は、本件引渡日から10年間とする。
３　甲は、公共施設の引渡しを受ける際に公共施設に瑕疵があることを知っていた場合においては、第１項の規定にかかわらず、直ちに乙にその旨を通知しなければ、当該瑕疵の修補又は当該瑕疵に関する損害賠償を請求することができない。ただし、乙が当該瑕疵を知っていた場合は、この限りでない。
４　甲は、公共施設が第１項の瑕疵により滅失又はき損した場合においては、第２項に定める期間内で、かつ、当該滅失又はき損を甲が知った日から１年以内に第１項の権利を行使しなければならない。
（工期の変更）
第57条　甲が乙に本件工事の工期又は工程の変更を求めた場合においては、甲乙協議の上、当該変更の当否及び当該変更による増加費用又は損害の費用負担を定めるものとする。
２　乙の責めに帰すことのできない事由により本件工事の工期を遵守することができないことを理由として乙が甲に本件工事の工期の変更を求めた場合においては､甲乙協議の上、当該変更の当否及び当該変更による増加費用又は損害の費用負担を定めるものとする。ただし、当該協議が調わない場合においては、甲が合理的な工期を定めるものとする。
（公共施設の引渡しの遅延による費用負担）
第58条　甲は、甲の責めに帰すべき事由により公共施設の引渡しが遅延した場合においては、当該遅延に伴い乙が負担した合理的な費用及び損害に相当する金額を乙に支払うものとする。この場合において、甲は、第105条の規定にかかわらず、遅延利息を負担しない。
２　乙は、乙の責めに帰すべき事由により公共施設の引渡しが遅延した場合においては、本件引渡日から実際に公共施設が乙から甲に引き渡された日までの期間（両端日を含む。）について、公共施設建設の対価につき、年3.0パーセントの利率で日割り計算した遅延損害金を甲に支払うものとし、当該遅延損害金を超える損害があるときは、その損害を甲に支払わなければならない。
３　本事業用地の土壌汚染により公共施設の引渡しが遅延した場合においては、第１項の例によるものとする。
４　不可抗力により工期延長等が生じ、公共施設の引渡しが遅延した場合における当該遅延により乙に生じた合理的な増加費用負担及び損害の負担については、第96条に定めるところによる。
５　法令の改正により工期延長等が生じ、公共施設の引渡しが遅延した場合における当該遅延により乙に生じた合理的な増加費用負担及び損害の負担については、第94条に定めるところによる。
６　公共施設の引渡しが遅延したことに起因して、維持管理業務の開始が遅延したことにより生じた増加費用及び損害の負担についても、本条の定めるところによる。
第６章　公共施設の維持管理業務
（維持管理業務の概要）
第59条　乙は、公共施設の維持管理業務として以下の各号に定める業務を要求水準書等に定めるところにより実施するものとする。
(1) 建築物保守管理（修繕を含むが大規模修繕を含まない）
(2) 建築設備保守管理
(3) 公共施設付属の駐車場・駐輪場の管理

(4) 警備業務

(5) 清掃業務（廃棄物処理を含む）
２　維持管理業務の期間（以下「維持管理期間」という。）は、本件引渡日（引渡しが遅延した場合は実際に引渡しがなされた日）から平成●年●月●日[事業用定期借地権設定契約の期間満了日]（ただし、本事業契約がそれ以前に終了した場合は、当該終了の日）までの期間とする。
３　乙は、維持管理期間中、公共施設を第61条第３項に規定する維持管理業務計画書等に定められた事項を充足する状態に保持する義務を負うものとする。
４　乙は、自らの責任において維持管理業務を実施するものとし、これに関する一切の責任を負担する。

（施設・昇降機賠償責任保険等）
第60条　乙は、維持管理期間において、別紙６の３に掲げる保険契約を締結し、又は第62条第２項に規定する維持管理受託者に締結させなければならない。
２　乙は、前項の保険契約を締結したときは、当該保険契約の証書又はこれに代わるものを直ちに甲に提示しなければならない。
３　乙は、第１項の保険契約の保険料を負担する。

（維持管理業務計画書等の提出等）
第61条　乙は、本件引渡日の30日前までに、甲と協議の上、維持管理業務計画書を作成し、これを甲に提出してその確認を受けるものとする。
２　乙は、事業年度が開始する日の30日前（事業用定期借地権設定契約締結後、最初の年度にあっては、本件引渡日から15日後）までに、前項の維持管理業務計画書に従って、第59条第１項各号に掲げる区分ごと、かつ、事業年度ごとに、維持管理業務年間計画書を作成し、これを甲に提出してその確認を受けるものとする。
３　甲は、第１項の維持管理業務計画書及び前項の維持管理業務年間計画書（以下「維持管理業務計画書等」という。）の記載事項を定めて、乙に通知するものとする。
４　乙は、要求水準書等に定める事項を充足するため、要求水準書等及び維持管理業務計画書等に従って、維持管理業務を実施するものとする。

（維持管理業務の委託等）
第62条　乙は、第三者に維持管理業務の全部又は一部を委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、やむを得ない事情がある場合で、あらかじめ、甲の承諾を得たときは、この限りでない。
２　乙から維持管理業務の全部又は一部の委託を受け、又はこれを請け負った者（以下「維持管理受託者」という。）が、更に維持管理業務の一部をその他の第三者に委託し、又は請け負わせようとするときは、乙は、あらかじめ甲に通知するものとする。
３　甲は、必要と認めた場合においては、随時、乙に維持管理業務の遂行体制について報告を求めることができるものとする。
４　維持管理受託者及び第２項の規定により維持管理受託者から維持管理業務の一部の委託を受け、又はこれを請け負った者（以下「維持管理再受託者」という。）の使用は、すべて乙の責任及び費用負担において行うものとし、維持管理受託者及び維持管理再受託者（以下「維持管理受託者等」という。）の責めに帰すべき事由は、その内容及び結果のいかんを問わず、乙の責めに帰すべき事由とみなす。
５　乙は、維持管理受託者等に関する何らかの紛争等により維持管理業務に支障が生じた場合においては、甲又は乙に生じた増加費用及び損害のすべてを負担する。

（公共施設の維持管理体制の整備）
第63条　乙は、本件引渡日までに、公共施設の維持管理業務に必要な人員を確保し、かつ、維持管理業務に必要な訓練、研修等を行うものとする。
２　甲は、本件引渡日までに、乙に係る公共施設の維持管理体制が要求水準書等に定める事項を充足しているか否かを確認するものとする。
３　甲は、前項の確認の結果、乙の公共施設の維持管理体制が要求水準書等に定める事項を充足していないと認める場合においては、別紙３の定めるところにより必要な措置を講じるものとする。

（従事職員名簿の提出等）
第64条　乙は、維持管理業務を開始する前に、維持管理業務に従事する者（以下「従事職員」という。）の名簿を甲に提出し、従事職員に異動があった場合においては、速やかに、甲に通知するものとする。
２　乙は、維持管理業務を開始する前に、管理体制、業務分担、緊急連絡体制等の業務に必要な事項を記載した書類を甲に提出し、その承諾を得るものとする。
３　甲は、従事職員がその業務を行うことが不適当と認める場合においては、その事由を示して、乙に当該従事職員の交替を求めることができる。

（公共施設の維持管理に伴う近隣対策）
第65条　乙は、自らの責任及び費用負担において、維持管理業務を実施するに当たって合理的に要求される範囲の近隣対策を実施するものとする。
２　甲は、必要と認める場合においては、前項の近隣対策に協力するものとする。

（維持管理業務に係る増加費用）
第66条　乙は、この契約に特段の定めがある場合を除くほか、維持管理業務に係る費用が増加した場合においては、これを負担する。
（甲の責めに帰すべき事由による事業内容の変更等）
第67条　甲は、甲の責めに帰すべき事由による事業内容の変更若しくは公共施設の用途の変更により維持管理業務に係る費用が増加した場合においては、これを負担する。
２　前項の場合において、維持管理業務に係る費用が減少したときは、甲は当該減少額を維持管理の対価から減じることができる。
（公共施設の修繕）
第68条　乙は、自らの責任及び費用負担において、維持管理業務計画書等に記載のない模様替え又は公共施設に重大な影響を及ぼす修繕を行う場合においては、事前に甲にその内容その他必要な事項を通知し、その承諾を得なければならない。
２　甲は、甲の責めに帰すべき事由により公共施設の修繕又は模様替えが必要となった場合においては、これに要したすべての費用を負担する。
３　甲は、維持管理期間中に、要求水準書に記載のない公共施設の修繕を行う必要が生じた場合においては、自らの責任及び費用負担において、当該修繕を行うものとする。
４　乙は、公共施設の修繕により設計図書の内容と異なることとなる場合は、修繕の内容を設計図書に反映し、速やかに甲に提出する。
（維持管理業務に関するモニタリング）
第69条　甲は、維持管理期間中、随時、公共施設の維持管理業務について、乙に説明を求め、公共施設において自ら立会いの上その維持管理状況を確認することができるものとする。
２　乙は、前項の説明又は確認について、必要な協力を行うものとする。
３　甲は、第１項の説明又は確認の結果、公共施設の管理状況が要求水準未達成と認める場合においては、別紙３に定めるところにより、必要な措置を講じるものとする。

４　甲は、公共施設の管理状況が要求水準未達成と認める場合においては、自ら必要な措置をとることができ、それによって生じた費用及び損害を乙に請求する。甲は、維持管理の対価から当該費用及び損害を差し引くことができる。

５　甲は、公共施設の管理状況が要求水準未達成と認める場合においては、第87条に基づき、乙の維持管理業務の全部又は一部について本事業契約を解除し、甲が選定した者又は乙が選定し甲が承諾した者に当該業務を行わせることができる。
６　甲は、第１項の規定により説明を受け、又は確認をしたことを理由として、公共施設の維持管理業務の全部又は一部について何らの責任を負うものではない。

（維持管理の対価の支払）
第70条　甲は、維持管理業務に関する第９条の規定によるモニタリングの結果、当該業務が維持管理業務計画書等に定められた事項を充足していると認める場合においては、別紙10の定めるところにより、乙に維持管理の対価（ただし、第86条に基づく原状回復に要する費用は含まない。）を支払うものとする。ただし、第86条に基づき原状回復を行う場合、乙が原状回復行為を開始する日から本事業契約の期間満了日までの期間については、維持管理の対価は発生しない。
２　甲は、前項のモニタリングの結果を乙に通知するものとし、当該通知を受けた後に、乙は、甲に維持管理の対価の請求を行うものとする。
３　甲及び乙は、３年毎に物価変動を勘案して、別紙10の定めるところにより、維持管理の対価の見直しを行うものとする。
４　甲及び乙は、契約成立日以降の金利の変動により本事業に係る費用の変動があった場合においても、維持管理の対価の見直しを行わないものとする。
５　甲は、技術の進歩により維持管理業務に係る経費が減少した場合においては、当該減少額を維持管理の対価から減じることができる。
（維持管理業務に関して第三者に生じた損害）
第71条　乙は、自らの責めに帰すべき事由により維持管理業務を実施する過程において、又はそれを実施した結果、第三者に損害が生じた場合においては、その損害を賠償しなければならない。
２　甲は、甲による公共施設の運営に関する事項等自らの責めに帰すべき事由により維持管理期間中に、第三者に損害が生じた場合においては、これを負担する。
３　乙は、第１項に規定する場合のほか、維持管理業務の実施に伴い通常避けることができない騒音、振動、臭気の発生等により第三者に損害が生じた場合においては、これを負担する。
４　甲は、第１項及び第３項並びに第97条第１項の場合を除き、要求水準書に従って維持管理業務を実施したことにより維持管理業務の過程で第三者に損害が生じた場合においては、その損害を賠償しなければならない。
５　前項の規定にかかわらず、乙は、乙の求めにより甲が要求水準書を変更した場合において、当該変更部分に従って維持管理業務を実施したことにより維持管理業務の過程で第三者に損害が生じたときは、これを負担する。
６　第３項の場合を除き、維持管理業務について不可抗力により第三者に損害が生じた場合においては、第97条に定めるところによる。

（施設の損傷）
第72条　甲は、自らの責任及び負担において、公共施設の自然劣化による損傷及び乙の責めに帰すべき事由によらない事故若しくは火災による損傷又は甲の責めに帰すべき事由による損傷を修復する。
２　前項の規定にかかわらず、乙は、公共施設の劣化に対して乙が維持管理業務計画書等に従った維持管理を実施しなかったことにより公共施設に損傷が生じた場合においては、その修復に要する費用を負担する。
３　乙は、乙の責めに帰すべき事由による公共施設の損傷又は民間提案施設における事故又は火災に起因する公共施設の損傷（ただし、乙が維持管理業務に基づく義務を履行していたことを立証した場合を除く。）について責任を負う。
第７章　民間提案事業
（民間提案事業の概要）

第73条　乙は、甲の承諾を条件として、自らの提案により、財団施設及び自らの収益に資する事業を営む民間提案施設を、本事業用地において利用可能な容積（本事業用地において許容される容積から公共施設部分を除いた容積）を活用して、公共施設と一体の施設として、設計・建設の上、民間提案施設を維持管理・運営する。民間提案施設は乙の代表法人によって所有される。なお、民間提案施設、財団施設及び公共施設は一体の施設として建設される結果、乙の代表法人が民間提案施設の部分についての区分所有権（区分所有法第２条第１項に定める区分所有権をいう）を取得する。
２　民間提案施設の使用目的及び用途は、要求水準書等を満たすものでなければならない。

３　乙は、要求水準書等に従い、民間提案施設及び財団施設を設計・建設し、及び民間提案施設を維持管理・運営し、そのために必要な行政手続きも自ら行うものとする。
４　乙は、第１項の業務遂行のために、第三者と契約を締結する必要がある場合には、乙の名義及び計算でこれを締結するものとする。

５　乙は、本事業契約の有効期間中、甲の事前の承認なく第１項の業務を中止もしくは放棄又は民間提案施設の用途の変更をしてはならない。
６　乙は、財団施設の完成後、本件財団に対し、財団施設の部分についての区分所有権及び第77条に基づく借地権の準共有持分を譲渡し、担保権その他制限物権又は用益物権、賃借権等の負担のない、完全な所有権を原始的に本件財団に取得させる。
（事業計画の策定）

第74条　乙は、本件引渡日までに、民間提案施設及び財団施設を完成させなければならない。

２　乙は、本事業契約の成立後、別紙１に定める期日までに民間提案施設及び財団施設について、要求水準書等に基づく事業計画を策定し、甲の承諾を得なければならない。
３　甲は、乙に対し、前項に定める事業計画の承諾を行うにあたり必要となる書類の提出を求めることができる。
４　乙は、事業計画を変更する際には、あらかじめ甲の承諾を受けなければならない。

（民間提案施設・財団施設の整備）
第75条　乙は、民間提案施設及び財団施設を要求水準書等及び前条に定める事業計画に従って整備しなければならない。ただし、近隣住民との協議、行政協議による指導により修正する場合はこの限りでない。
２　乙は、民間提案施設及び財団施設に関する近隣住民等との協議、調整や電波障害、騒音、風害、日照阻害等に関し、自らの責任において必要な措置を講じなければならない。
３　乙は、甲の承諾なしに民間提案施設及び財団施設の増改築を行うことはできない。
（事業期間）
第76条　民間提案施設及び財団施設に係る本事業契約は、本事業契約に別段の規定がない限り維持管理期間の終了日をもって終了する。

２　民間提案施設及び財団施設に係る本事業契約終了時の手続に関する諸費用は、すべて乙が負担する。

（敷地利用権の設定契約、民間提案施設の賃貸）
第77条　甲と乙の代表法人は、別紙11の様式により事業用定期借地権設定契約を締結するものとする。
２　甲、乙及び本件財団は、甲が公共施設を、乙の代表法人が民間提案施設を、本件財団が財団施設を、それぞれ区分所有するために、本事業用地の借地権を準共有する。
３　乙は、民間提案施設を第三者に貸し付けようとするときは、事前に当該第三者の概要及びその他甲が合理的に要求した内容を記載した書面によって甲に申請し、その承認を受けなければならない。
３　前項の場合、乙が第三者と締結する建物賃貸借契約は、借地借家法（平成３年10月４日法律第90号）第38条に定める定期建物賃貸借としなければならず、かつ、事業用定期借地権設定契約第４条第１項に定める貸付期間を超える契約期間の建物賃貸借契約を締結してはならない。

４　乙は、事業用定期借地権設定契約が終了したときは、民間提案事業を終了し、かつ、速やかに民間提案施設に関する第三者との建物賃貸借契約を終了させ、全ての入居者を退去させなければならない。この場合において、退去に要する費用（合理的な範囲の入居者への補償も含む。）は全て乙の負担とする。
（民間提案施設に係る確認）
第78条　乙は、民間提案施設及び財団施設の整備に関する確認又は検査を、第28条、第31条、第47条及び第49条に定める公共施設の確認又は検査と併せて実施することができるようにする。

（自己責任）
第79条　乙は、本事業契約において民間提案施設及び財団施設における設計・建設及び民間提案施設の維持管理・運営に関する一切の責任を負うものとする。また、乙又は乙から民間提案事業に関して委託を受けた第三者が民間提案施設及び財団施設を設計・建設及び民間提案施設の維持管理・運営する過程で第三者に損害を及ぼしたときは、乙はその損害の一切を賠償しなければならず、その損害賠償に関連して、甲に対して、補償等の名目のいかんを問わずいかなる金銭支払請求権も有しないものとする。ただし、財団施設について要求水準書等に基づくものについてはこの限りではない。
２　不可抗力により民間提案施設及び財団施設に関する設計・建設及び民間提案施設の維持管理・運営に関連した事項について事故・トラブル等が発生した場合、乙が、その当該事故・トラブルにより発生した損害・費用等を負担する。
（民間提案施設の処分の制限）
第80条　乙は、民間提案施設の全部又は一部について、第三者に対して地上権、質権、賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利を設定し、又は売買、贈与、交換、出資等による所有権の移転をしようとするときは、あらかじめ、甲の承諾を得なければならない。
２　乙は、民間提案施設に抵当権その他の担保権を設定しようとするときは、あらかじめ、甲の承諾を得なければならない。
３　乙は、民間提案施設とそれに係る敷地利用権としての本事業用地の借地権とを分離して処分することができない。
（甲への報告義務）
第81条　甲は、乙の義務の履行状況を把握するため、随時に民間提案施設の実地調査を行うことができる。

２　乙は、甲が必要と認めて請求したときは、その所有、利用等の事実を証する資料を添えて民間提案施設の利用状況を甲に報告しなければならない。
（民間提案施設の業務不適正の場合の措置）
第82条　甲は、前条の報告により、乙による民間提案施設及び財団施設の設計・建設又は民間提案施設の維持管理・運営が第73条から前条までの規定に違反すると認めるとき（以下本条において「業務不適正」という。）の手続は以下のとおりとする。

(1) 業務不適正が起きた場合、甲は乙に改善措置をとることを求めることができる。

(2) 甲は、改善措置を乙が行うことが困難であると判断した場合には、事業用定期借地権設定契約を解除することができる。
(3) 甲は、民間提案事業を継続することが合理的と判断した場合、乙をして、民間提案施設及び事業用定期借地権設定契約に基づく本事業用地の利用権を、甲が認める条件で、甲が承認した第三者へ譲渡させることができる。

（本事業契約の解除後の民間提案施設の取扱い）

第83条　第87条から第92条までに定める本事業契約の解除の場合には、甲は事業用定期借地権設定契約を解除することができる。
（甲の買取権）
第84条　甲は、乙との間で、民間提案施設に関して次の各号に掲げる場合には、民間提案施設を、時価にて乙から買い取ることができる。
(1) 乙が事業用定期借地権設定契約に違反したことにより同契約が解除されたとき

(2) 本事業契約が契約期間中に中途終了したとき

２　前項の民間提案施設の買取りに伴い、事業用定期借地権設定契約に基づく貸付物件に係る借地権は、乙から甲に無償で移転されるものとする。

３　第１項に基づき甲が民間提案施設を買い取る場合、乙は、甲に対し、自ら負担した本事業契約の費用や民間提案施設の整備に支出した費用等、一切の費用を請求することができない。
４　第１項の場合、甲は、あらかじめ、民間提案施設の対価から第87条又は第88条に定める違約金及び同条に規定する損害賠償金を差引くことができる。
第８章　契約の終了

（契約期間）

第85条　本事業契約は、本事業契約の締結の日から効力を生じ、平成●年●月●日[事業用定期借地権設定契約の期間満了日]をもって終了する。

２　事業者は、前項に定める契約期間中、本事業建物を要求水準書等に定められた水準を満たす状態に保持する義務を負う。
（原状回復）
第86条　本事業契約の期間満了の３年前から、甲及び乙は本事業契約の終了後の本事業建物の取り扱いその他の対応について協議する。

２　前項の協議により本事業契約終了による本事業建物の解体が決定された場合、または本事業契約の期間満了の１年前までに協議が整わなかった場合には、本事業契約期間満了時において、乙は自らの費用によって本事業用地を原状回復（更地とすることをいう。以下同じ。）のうえ、甲に引き渡す。
３　前項に基づき本事業用地の原状回復を行う場合、本事業契約の期間満了の１年前までに、甲は乙に公共施設の閉館日、原状回復行為を開始する日、原状回復行為を行う期間における維持管理業務の内容及び原状回復に関する要求水準の詳細を通知し、それに基づいて、乙は甲に原状回復のための計画書を提出し、甲の確認を受けなければならない。

４　乙は、前項の確認を受けた計画書にしたがって、本事業建物の解体及び撤去工事を行う。

５　第２項に基づき本事業用地の原状回復を行う場合、原状回復行為を開始する日から本事業契約の期間満了日までの期間については、第70条に定める維持管理の対価は発生しない。
（甲による契約解除）
第87条　甲は、次に掲げるいずれかに該当する場合においては、何らの催告なく、本事業契約の全部又は一部を解除することができる。ただし、第５号及び第８号に掲げる場合において、要求水準等未達成が生じたことを理由として解除しようとするときは、別紙３の３に定める手続によらなければならないものとする。また、第７号に掲げる場合であることを理由として解除しようとする場合において、当該状況が避けることが出来ないやむを得ない事情により生じたものと甲が認めるときは、甲は、乙に本件引渡日から30日以内に公共施設を完成させるべき旨を通知し、当該期限までに公共施設が完成せず、又は完成する見込みが明らかに存在しないと甲が認める場合に限り解除することができる。
(1) 乙が本事業を放棄し、30日以上にわたりその状態が継続したとき。
(2) 乙に係る破産手続開始、会社更生手続開始、民事再生手続開始、特別清算手続開始その他の倒産法制上の手続について、乙の取締役会でその申立てを決議したとき又は第三者（乙の取締役を含む。）がその申立てを行ったとき。
(3) 乙が、要求水準書等に定める提出書類に著しい虚偽記載を行ったとき。
(4) 乙の責めに帰すべき事由により、本事業契約の履行が不能となったとき。
(5) 前四号に掲げる場合のほか、乙が本事業契約に違反し、その違反により本事業契約の目的を達することができないと甲が認めたとき。
(6) 乙が設計又は本件工事に着手すべき期日を過ぎても設計又は本件工事に着手せず、甲が相当の期間を定めて催告したにもかかわらず、乙から甲に満足すべき合理的な説明がされないとき。
(7) 本件引渡日までに公共施設が完成しないとき又は本件引渡日経過後、相当の期間内に公共施設が完成する見込みが明らかに存在しないと甲が認めるとき。
(8) 甲が、乙に対し相当の期間を定めて第44条第７項の是正を求めたにもかかわらず、乙から甲に満足すべき合理的な説明がされないとき。
(9) 乙が公共施設について連続して30日以上又は１年間に通算して60日以上にわたり、維持管理業務計画書等に従った維持管理業務を行わないとき。
(10) 乙が、第７章の規定に違反したとき。
(11) 民間提案施設が強制執行の対象となったとき、担保権が実行されたとき、またはその他の競売手続の対象となったとき。
(12) 乙が事業用定期借地権設定契約に違反したことにより同契約が解除されたとき。
２　乙は、前項の規定により本事業契約が解除された場合においては、特段の合意がない限り、甲に対し、次に掲げる金額を違約金として支払うものとする。
(1) 建設業務に係る契約解除の場合は、公共施設建設の対価の10分の１。
(2) 維持管理業務に係る契約解除の場合は、当該事業年度の維持管理の対価の10分の１。
３　甲は、前項に規定する場合において、甲が被った損害が同項の違約金を超過するときは、当該超過額について乙に損害賠償を請求することができる。
４　甲は、第１項の規定により本事業契約のうち建設業務に係る部分の契約の解除がなされた場合において、公共施設の出来高部分が存在するときは、これを乙の費用で検査の上、その全部又は一部の所有権を取得することができるものとし、当該出来高部分の買受代金と第２項に規定する違約金及び前項に規定する損害賠償金を相殺することができるものとする。この場合において、甲は、当該相殺後の買受代金の残額を支払うものとし、支払方法は甲乙協議して定めるものとする。
５　甲は、本事業契約のうち建設業務に係る契約の解除がなされた場合において、本件工事の進ちょく状況から本事業用地の原状回復が社会通念上合理的であると認めるときは、乙に乙の費用で本事業用地の原状回復を求めることができるものとする。
６　甲は、前項の規定により原状回復を求めた場合において、乙が正当な理由なく、相当の期間内に原状回復を行わないときは、乙に代わって原状回復を行うことができるものとし、これに要した費用を乙に求償することができるものとする。
７　乙は、前項の規定による原状回復に異議を申し出ることができない。

（談合等による解除）
第88条　甲は、乙が本事業契約に関し次の各号のいずれかに該当する場合においては、本事業契約を解除することができる。
(1) 乙に対し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第49条第１項の排除措置命令がなされ、同条第７項又は第52条第５項の規定により確定したとき。
(2) 乙に対し、独占禁止法第50条第１項の納付命令がなされ、同条第５項又は第52条第５項の規定により確定したとき。

(3) 乙に対し、独占禁止法第65条、第66条第１項、同条第２項、同条第３項又は第67条第１項の規定による審決（独占禁止法第66条第３項の規定により原処分の全部を取り消す旨の審決を除く。）がなされ、独占禁止法第77条に規定する期間内に、この審決の取消しの訴えが提起されなかったとき。
(4) 乙が、独占禁止法第77条第１項の規定により審決の取消しの訴えを提起した場合において、当該訴えを却下し、又は棄却する判決が確定したとき。
(5) 前四号のほか、独占禁止法その他の法律に基づき、乙が談合等の不公正な行為を行った旨の事実を認定する処分、審決その他の措置がなされ、かつ、その効力が確定したとき。
(6) 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）が、刑法（明治40年法律第45号）第96条の６又は第198条による刑が確定したとき。
２　乙は、前項各号のいずれかに該当するときは、甲が本事業契約を解除するか否かを問わず、甲に公共施設建設の対価の10分の１に相当する金額に相当する金額を違約金として支払うものとする。
３　前条第３項から第７項までの規定は、第１項の規定により本事業契約が解除された場合に準用する。

（乙による契約解除）
第89条　乙は、甲が本事業契約上の重要な義務に違反した場合（第105条に規定する場合を除く。）においては、甲にこれを是正するよう催告するものとする。
２　乙は、前項の催告後60日を経ても当該違反が是正されない場合においては、甲に通知して、本事業契約の全部又は一部を解除することができる。
３　甲は、前項の規定により本事業契約が解除された場合においては、乙に当該解除により乙が被った損害を賠償する。
４　前項に規定する場合において、甲は、乙から引渡しを受けた公共施設の所有権を保持するものとし、乙から引渡しを受けていない公共施設の出来高部分が存在するときは、甲はこれを検査の上、その全部の所有権を取得することができ、当該出来高部分の買受代金を乙に支払うものとする。
５　甲は、第２項の規定により本事業契約が解除された場合において、本件工事の進ちょく状況から本事業用地の原状回復が社会通念上合理的であると認めるときは、乙に公共施設建設用地の原状回復を求めることができるものとする。この場合において、甲は、当該原状回復に要する費用を負担するものとする。
６　第105条の規定により甲が支払う遅延利息は、損害賠償額を予定したものではなく、乙が、第３項の規定により当該遅延利息以上の損害賠償を甲に請求することを妨げるものではない。

（甲による任意解除）
第90条　甲は、第87条第１項、第88条第１項、次条第１項及び第92条第１項の規定によるほか、本事業契約が終了するまでの間、必要と認める場合においては、乙に180日以上前に通知して、本事業契約の全部又は一部を解除することができる。

２　前条第３項から第６項までの規定は、前項の規定により本事業契約が解除された場合に準用する。
（法令改正による契約解除）
第91条　甲は、法令改正の施行の日から120日以内に第93条第３項の規定による甲乙の協議が調わない場合において、当該法令の改正により甲が本事業の継続が困難と判断したとき又は本事業契約の履行のため多大な費用を要すると判断したときは、乙に通知して、本事業契約の全部又は一部を解除することができる。
２　甲は、前項の規定により本事業契約のうち建設業務に係る部分の契約の解除がなされた場合において、公共施設の出来高部分が存在するときは、これを甲の費用で検査の上、その全部の所有権を取得することができ、当該出来高部分の買受代金を乙に支払う。
３　甲は、第１項の規定により契約が解除された場合において、本件工事の進ちょく状況から本事業用地の原状回復が社会通念上合理的であると認めるときは、乙に本事業用地の原状回復を求めることができるものとする。この場合において、甲は、当該原状回復に要する費用を負担するものとする。

（不可抗力による契約解除）
第92条　甲は、不可抗力が生じた日から60日以内に第95条第３項の規定による甲乙の協議が調わない場合においては、乙に通知して、本事業契約の全部又は一部を解除することができる。
２　前条第２項及び第３項の規定は、前項の規定により本事業契約が解除された場合に準用する。

第９章　法令改正

（法令改正の場合の措置）
第93条　甲及び乙は、本事業契約の締結日後に法令が改正されたことにより、本事業契約に基づく自己の債務を本事業契約どおりに履行することができなくなった場合、その内容を詳細に記載した書面により、直ちに、相手方に通知しなければならない。
２　甲及び乙は、前項に規定する場合において、当該法令改正により本事業契約に基づく自らの義務が法令に違反することとなったものがあるときは、前項の通知後、当該法令に違反する限りにおいて、履行期日における当該義務の履行を免れるものとする。ただし、甲及び乙は、当該法令改正により相手方に発生する損害を最小限にするよう努めなければならない。
３　甲及び乙は、第１項の通知後速やかに、本事業契約等の変更について甲乙協議するものとする。
４　当該法令改正の施行の日から120日以内に前項の甲乙協議が調わない場合においては、甲が当該法令変更に対する対応方法を定めて乙に通知し、乙はこれに従って本事業を継続するものとする。
（法令改正の場合の増加費用等の負担）
第94条　本事業契約の締結日後に法令が改正されたことにより、本事業について乙に合理的な増加費用又は損害が生じた場合においては、本事業契約において特に定める場合を除き、甲は、当該増加費用又は損害のうち次に掲げるものを負担し、乙は、それ以外のものを負担する。
(1) 本事業に類型的又は特別に影響を及ぼす法令改正によるもの
(2) 消費税（消費税法（昭和63年法律第108号）に定める税をいう。以下同じ。）又は地方消費税（地方税法（昭和25年法律第226号）第２章第３節に定める税をいう。以下同じ。）に関する法令改正によるもの
(3) 前号に掲げるもののほか、法人に課される税金のうちその利益に課される以外の税金に関する法令改正によるもの
２　甲及び乙は、必要と認める場合においては、前項の増加費用又は損害の負担方法等について甲乙協議して定めることができるものとする。
３　甲は、前条の規定により建設業務の設計もしくは建設工事又は維持管理業務計画書等を変更した場合において、当該変更により乙の設計、建設工事、維持管理業務又は資金調達に係る費用が減少したときは、これを公共施設建設の対価又は維持管理の対価から減じることができる。

第10章　不可抗力

（不可抗力が生じた場合の措置）
第95条　乙は、不可抗力により、公共施設が設計図書に従い建設し、若しくは工事することができなくなった場合又は公共施設を維持管理業務計画書等に従い維持管理を行うことができなくなった場合においては、その内容を詳細に記載した書面により、直ちに、甲に通知しなければならない。
２　甲及び乙は、前項に規定する場合において、当該不可抗力により本事業契約に基づく自らの義務に履行不能となったものがあるときは、前項の通知後、履行期日における当該義務の履行を免れるものとする。ただし、甲及び乙は、当該不可抗力の影響を早期に除去するため、適切な対応手順にのっとり、早急に対応措置をとるものとし、不可抗力により相手方に発生する損害を最小限にするよう努めなければならない。
３　甲及び乙は、第１項の通知後速やかに、公共施設の設計及び建設、本件引渡日並びに本事業契約等の変更について協議するものとする。
４　当該不可抗力の発生の日から60日以内に前項の甲乙協議が調わない場合においては、甲が当該不可抗力に対する対応方法を定めて乙に通知し、乙はこれに従って本事業を継続するものとする。

（不可抗力が生じた場合の増加費用等の負担）
第96条　不可抗力により、本事業について乙に合理的な増加費用又は損害が生じた場合においては、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるところにより、当該増加費用又は損害を負担する。

(1) 契約成立日から公共施設の本件引渡日（引渡しが遅延した場合は実際に引渡しがなされた日）までの間に不可抗力が生じ、建設業務について乙に合理的な増加費用又は損害が生じた場合　

当該増加費用及び損害（第38条第１項の規定により乙及び請負人が加入した保険によりてん補された部分を除く。）が、公共施設建設の対価の100分の１に至るまでは乙が負担し、これを超える額は甲が負担する。
(2) 維持管理期間に不可抗力が生じ、維持管理業務について乙に合理的な増加費用又は損害が生じた場合
当該増加費用及び損害（第60条第１項の規定により乙及び維持管理受託者が加入した保険によりてん補された部分を除く。）について、不可抗力の事由１件ごとの当該事業年度の累計が、当該事業年度の維持管理の対価の100分の１に至るまでは乙が負担し、これを超える額は甲が負担する。
２　甲及び乙は、必要と認める場合においては、前項の増加費用又は損害の負担方法等について協議して定めることができるものとする。

（不可抗力による第三者に生じた損害）
第97条　第46条第２項及び第71条第３項の場合を除き、本事業について不可抗力により第三者に損害が生じた場合においては、当該損害（第38条第１項又は第60条第１項の規定により乙及び請負人又は維持管理受託者が加入した保険によりてん補された部分を除く。）の総額の100分の１に相当する部分を乙が負担し、それ以外の部分を甲が負担する。
２　甲及び乙は、必要と認める場合においては、前項の増加費用又は損害の負担方法等について協議して定めることができるものとする。

第11章　表明・保証及び誓約

（乙による事実の表明・保証及び誓約）

第98条　乙は、甲に対して、本事業契約の締結日現在において、次に掲げる事項が真実かつ正確であり、誤解を避けるために必要な説明に欠けていないことを表明し、保証する。

(1) 乙は、日本国の法律に基づき適法に設立され、有効に存在する法人であり、かつ、自己の財産を所有し、本事業契約を締結し、及び本事業契約の規定に基づき義務を履行する権限及び権利を有している。
(2) 乙による本事業契約の締結及び履行は、乙の目的の範囲内の行為であり、乙は、本事業契約を締結し、履行することにつき、法令上及び乙の社内規則上要求されている一切の手続きを履践している。
(3) 本事業契約の締結及び本事業契約に基づく義務の履行は、乙に適用のある法令等に違反せず、乙が当事者であり、乙が拘束される契約その他の合意に違反せず、又は乙に適用される判決、決定若しくは命令の条項等に違反しない。

(4) 本事業契約は、その締結により適法、かつ有効かつ拘束力ある事業者の債務を構成し、本事業契約の規定に従い、乙に対して執行可能である。

２　乙は、本事業契約に基づく債権債務が消滅するに至るまで、次の事項を甲に対して誓約する。
(1) 本事業契約を遵守すること。

(2) 乙の代表者、役員又は商号に変更があった場合、直ちに甲に通知すること。
(3) 乙に係る破産手続開始、会社更生手続開始、民事再生手続開始、特別清算手続開始その他の倒産法制上の手続について、乙の取締役会でその申立てを決議したとき又は第三者（乙の取締役を含む。）がその申立てを行ったときは、直ちに甲に通知すること。

(4) 民間提案施設について差押えもしくは仮差押え、担保権の実行、又はその他の競売手続がなされたときは、直ちに甲に通知すること。

(5) 本事業に関して、乙を被告とする訴訟が提起されたときは、直ちに甲に通知すること。
（反社会的勢力ではないことの表明・保証及び誓約）

第99条　乙は、乙の構成企業並びに埋蔵文化財調査受託者、調査受託者、設計受託者、請負人等及び維持管理受託者等（以下、「業務受託者」という。）が、本事業契約締結日において、以下の各号に該当しないことを表明し、保証するとともに、将来にわたっても以下の各号に該当しないことを誓約する。
(1) 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは本事業契約を締結する事務所の代表者をいう。以下本条において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下本条において「暴力団員」という。）であると認められること。
(2) 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下本条において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められること。
(3) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められること。
(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められること。
(5) 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること。
(6) 本事業契約に関して、下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手方が(1)から(5)までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められること。
(7) 乙が、本事業契約に関して、(1)から(5)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（(6)に該当する場合を除く。）に、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこれに従わなかったこと。
２　甲は、乙の構成企業又は業務受託者が前項各号に該当することが判明した場合には、直ちに、当該構成企業又は業務受託者の変更を乙に対して求めることができる。

第12章　雑則

（公租公課の負担）
第100条　乙は、本事業契約及びこれに基づき締結される合意に関連して生じる公租公課をすべて負担し、甲は、公共施設建設の対価及び消費税相当額（消費税及び地方消費税相当額をいう。）を支払うほか、本事業契約に関連するすべての公租公課について本事業契約に別段の定めがある場合を除き負担しない。
２　民間提案施設に対する公租公課については、乙において一切を負担するものとする。

（協議）
第101条　甲及び乙は、必要と認める場合は適宜、本事業契約に基づく一切の業務に関連する事項につき、相手方に対し協議を求めることができる。

（銀行団との協議）
第102条　甲は、本事業に関して乙に融資する銀行団との間において、甲が本事業契約に基づき乙に損害賠償を請求し、又は本事業契約を解除する場合における銀行団への事前通知及び協議に関する事項について協議し、別途、協定を締結することがある。

（秘密保持）
第103条　甲は、本事業に関して知り得た乙の営業上及び技術上の秘密に属する一切の事項及び情報を乙又は乙の代理人若しくはコンサルタント以外の第三者に漏らし、又は本事業契約の履行以外の目的に使用してはならない。ただし、甲が法令に基づき開示する場合には、この限りでない。
２　乙は、本事業契約に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。
３　前項の規定にかかわらず、乙は、本事業を実施する目的のために必要な限度において、当該秘密を業務受託者に開示することができる。この場合において、乙は、自らの責任において、業務受託者に前項の規定を遵守させるものとする。
４　乙は、本事業契約による事務を処理するための個人情報の取扱いについては、別紙12の個人情報取扱特記事項を守らなければならない。

（請求等の方法等）
第104条　本事業契約及びこれに基づき締結される一切の合意に定める請求、通知、報告、説明、承諾、勧告、催告及び解除は、書面により行わなければならない。
２　甲及び乙の代表法人は、前項の請求等のあて先を相手方に通知するものとする。
３　本事業契約の履行に関して甲と乙の間で用いる計量単位は、要求水準書に特別の定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第51号）に定めるものとする。
４　契約期間の定めについては、民法（明治29年法律第89号）及び商法の定めるところによるものとする。
５　本事業契約の履行に関して用いる時刻は、日本標準時とする。
６　本事業契約の履行に関して甲と乙の間で用いる言語は、日本語とする。
７　本事業契約に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。

（遅延利息）
第105条　乙は、甲が本事業契約に基づいて乙に履行すべき金銭の支払を遅延した場合においては、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年3.0パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払いを甲に請求できる。

（賠償金等の徴収）
第106条　甲は、乙が本事業契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を甲の指定する期間内に支払わないときは、その支払わない額に甲の指定する期間を経過した日から支払いの日まで年3.0パーセントの割合で計算した利息を付した額と、甲の支払うべき公共施設建設の対価又は維持管理の対価とを対当額について相殺し、なお不足があるときは追徴する。
２　前項の追徴をする場合には、甲は、乙から遅延日数につき年10.75パーセントの割合で計算した延滞金を徴収する。

（契約の解釈等）
第107条　甲及び乙は、本事業契約に定めのない事項について定める必要が生じた場合又は本事業契約の解釈について疑義が生じた場合においては、その都度、誠意を持って甲乙協議し、これらを定めるものとする。
２　要求水準書等（質問回答書を除く。）が一致しない場合においては、本事業契約書、募集要項、要求水準書、提案書の順にその解釈が優先するものとする。
３　要求水準書等（質問回答書を除く。）に定めがない場合においては、質問回答書の本事業契約書の案に関する部分に基づき解釈するものとし、当該解釈は、提案書に優先するものとする。
（準拠法）
第108条　本事業契約は、日本国の法令に準拠するものとし、日本国の法令に従って解釈する。

（労働関係法令の遵守）
第109条　乙は、本事業契約を履行するに当たり、労働基準法（昭和22年法律第49号）、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）、最低賃金法（昭和34年法律第137号）、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）、労働契約法（平成19年法律第128号）その他関係法令の適用基準を遵守しなければならない｡ 
２　乙は、本事業契約を履行するに当たり、業務受託者にも前項の規定の内容を遵守させるため、前項の規定の内容を業務受託者との委託契約書に明記する等の必要な措置を講ずるものとする。
３　乙は、業務受託者が、第１項に規定する規定の内容のうち、建設業法施行令第７条の３に規定するもの及び最低賃金法第４条第１項に違反していると認めたときは、当該業務受託者に対し、当該違反している事実を指摘して、それを是正させるよう努めるものとする。
４　乙は、前項の規定により、業務受託者に対し、違反している事実を是正させるよう努めたにもかかわらず、当該業務受託者が是正しないときは、甲に対し、速やかにその旨及び是正を求めた経緯を報告するものとする。

（管轄裁判所）
第110条　本事業契約に関する紛争については、京都地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。
本事業契約の締結を証するため、本事業契約書を●通作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。
平成　年　月　日
甲　　京都府
知　　　事
乙　　事業者
（代表法人）所在地
商号又は名称
代表者氏名
（構成企業）所在地
商号又は名称
代表者氏名
所在地
商号又は名称
代表者氏名
所在地
商号又は名称
代表者氏名
所在地
商号又は名称
代表者氏名
所在地
商号又は名称
代表者氏名
別紙１　日程表
	業務
	工期

	解体撤去業務
	

	埋蔵文化財調査業務
	

	基本設計期間
	

	実施設計期間
	

	工事期間
	

	引き渡し
	

	維持管理期間
	


※契約者の提案に基づいて記載

別紙２　事業概要書
（１）事業方式
事業用定期借地権（30年）
（２）事業内容
事業者が実施する業務の範囲は以下のとおり。
◆公共施設整備事業
①　元七条警察署の解体撤去
ア　解体範囲
元七条警察署及び附帯施設
イ　安全対策
解体にあたっては、周辺の安全に十分配慮を行うこと。
ウ　発生材の処分
撤去工事に伴う発生材の処理は、場外搬出のうえ、適切に処理を行うこと。ただし、これらを再資源化する等適切な処理を行う場合においてはこの限りではない。またアスベストを含む建材の処分については法令等に基づき適法に実施すること。
②　埋蔵文化財の調査
③　公共施設の設計及び建設業務
ア　施設整備に係る事前業務
イ　各種申請等手続き業務
ウ　設計業務
エ　建設工事業務
オ　監理業務
④　本事業建物竣工後の区分所有権の移転
⑤　維持管理業務
ア　建物保守管理業務（点検・保守）
イ　設備保守管理業務（点検・保守）
ウ　清掃業務
エ　駐車場管理業務
オ　警備業務
⑥　契約終了に伴う原状回復業務

ア　区分所有建物の収去

イ　土地の原状回復
◆民間提案事業
①　民間提案施設及び財団施設の設計及び建設業務

②　民間提案施設の運営事業

図表　本事業で整備する機能の概要
	種類
	本事業で整備する機能の概要

	公共施設
	運転免許更新センター（仮称）
	主たる用途：優良・高齢運転者免許更新窓口
面　積：約1,800㎡

場所等：２層構成が望ましい

諸　室：受付スペース、受付作業室、適性相談室、免許証作成室、適性検査室、写真撮影室、更新手続きロビー、事務室、講習会場、講師等事務室、男性更衣室兼当直室、女性更衣室、トイレ、オムツ替え室、授乳室、書類保管庫、保管庫（消耗品等）
駐車スペース：障害者用を含む京都市駐車場条例による附置義務を満たす台数

	
	地域防犯
ステーション（仮称）
	主たる用途：交番、落とし物取扱い、コミュニティスペース
面　積：約300㎡

場所等：交番は１Ｆに配置

諸　室：交番（１Ｆ）、会議室、事務室等、保管庫

駐車スペース：パトカー（１台）、来所者用（１台）を含む京都市駐車場条例による附置義務を満たす台数（パトカーは附置義務台数に含まず）

	民間提案施設
	用　途：提案による

	財団施設
	用　途：事務所又は店舗
面　積：約300㎡
場所等：地階

	駐車場
	施設用途に応じて台数算定

	駐輪場
	施設用途に応じて台数算定


（３）貸付期間
定期借地期間は30年間とする。本事業建物の建設工事着工から解体撤去期間を含む。

別紙３　モニタリングの方法
１　モニタリングの基本的な考え方
(1) 甲は、乙から提供されるサービス水準が、要求水準書等の内容を達成しているか否かを確認するため、事業の実施状況について以下の手順で履行状況を確認する。
(2) 履行確認の結果、乙が提供するサービス水準が、要求水準書等の内容に達していない場合、甲は、改善指示を行い、要求水準書等を達成するように求める。乙が状況を改善することができない場合、あるいは乙が甲の改善指示に従わない場合、甲は本事業契約を解除することができる。
２　モニタリングの対象と方法
(1) 解体撤去業務

乙が作成する解体撤去業務の計画書及び日程表と毎月の報告書を確認するとともに、解体完了届の提出時に解体撤去業務が要求水準書等の内容を達成しているかを確認する。
(2) 埋蔵文化財調査業務
乙が毎月行う埋蔵文化財調査の経過報告と埋蔵文化財調査の完了時に提出する報告書を確認する。
(3) 建設業務
	対象
	方法

	施設整備に係る事前業務
	・乙が実施する施設整備に係る結果報告書を確認し、要求水準書等の内容を達成しているか否かを確認する。

	調査業務
	・乙が作成する調査業務の結果報告書を確認し、要求水準書等の内容を達成しているか否かを確認する。

	各種申請等手続き業務
	・乙が作成する各種申請等に係る報告書の内容を確認し、要求水準書等の内容を達成しているか否かを確認する。

	設計業務（基本設計・実施設計）
	・乙が作成する設計工程表が要求水準書等の内容を達成しているか否かを確認する。
・乙が作成する基本設計・実施設計を基に建設業務を行った場合、要求水準書等の内容を達成しているか否かを確認する。

	建設工事業務
	・乙が作成する施工計画書等が要求水準書等の内容を達成しているか否かを確認する。

・乙が作成する建設工事等に係る報告書の内容を確認し、要求水準書等の内容を達成しているか否かを確認する。

	監理業務
	・乙が実施する監理業務が、要求水準書等の内容を達成しているか否かを、随時、現場の立入り検査等を行い確認する。

	引渡しまでに必要な各種申請等の業務
	・乙が作成する各種申請等に係る報告書の内容を確認し、要求水準書等の内容を達成しているか否かを確認する。

	完工確認
	・公共施設の引渡し時に完工確認を行い、要求水準書等の内容を達成しているか否かを確認する。
（詳細は本契約第49条に定めるところによる。）


(4) 維持管理業務
	対象
	方法

	建物保守管理業務
	・建物保守管理業務に関する維持管理業務計画書等の内容を達成しているかについて、日常業績監視、定期業務監視及び随時業務監視を行う。

	設備保守管理業務
	・設備保守管理業務に関する維持管理業務計画書等の内容を達成しているかについて、日常業績監視、定期業務監視及び随時業務監視を行う。

	清掃業務
	・清掃業務に関する維持管理業務計画書等の内容を達成しているかについて、日常業務監視、定期業務監視及び随時業務監視を行う。

	駐車場管理業務
	・駐輪場管理業務に関する維持管理業務計画書等の内容を達成しているかについて、定期業務監視及び随時業務監視を行う。

	警備業務
	・警備業務に関する維持管理業務計画書等の内容を達成しているかについて、日常業務監視、定期業務監視及び随時業務監視を行う。


(5) 原状回復業務
原状回復のための計画書等の内容を達成しているかについて、定期業務監視及び随時業務監視を行う。
３ 要求水準等未達成の場合の措置
(1) モニタリングによる各業務の履行確認の結果、要求水準書等の内容が達成されていないと判断された場合、甲は乙に通知する。
(2) 乙は、通知を受けた場合、迅速に改善を行う。
(3) 上記の手続きによっても改善が見込まれない場合、甲は乙に改善勧告を行う。
(4) 改善勧告によっても改善が見込まれない場合、甲は乙に再度改善勧告を行う。
(5) 上記の手続きによっても改善がなされない場合、甲は本事業契約を解除することができる。
(6) 改善等の必要が生じたことに伴い対価の支払いが遅れた場合、乙がその損失を負う。
４ 履行確認の費用負担
甲は、履行確認の費用のうち、乙の義務とされるものを除き、これを負担する。
別紙４　本事業用地
[image: image1.emf]
別紙５　設計図書
１　設計業務を開始するまでに提出する書類
設計工程表、実施体制表、設計業務着手届、技術者届（設計経歴書添付）、協力技術者届（設計経歴書添付）、この他府が必要と判断した書類
２　基本設計図書
基本設計概要書、工事費概算書、官公庁打合せ記録、一般図、外観イメージパース
３　実施設計図書
（１）設計書類
構造計算書、設備負荷計算書、工事内訳書、官公庁打合せ議事録
（２）工事内訳書・積算数量調書
工事内訳書は工事毎とし、数量計算は建築工事積算基準解説（国交省大臣官房）を適用する。
（３）図面（建築）
特記仕様書、図面リスト、案内図、配置図、求積図、仕上表、平面図、伏図、立面図、断面図、矩計図、各部詳細図、展開図、建具表、サイン計画図、外構図、日影図、構造図、諸室毎の面積表、工程図、その他必要な図面
（４）図面（電気）
特記仕様書、図面リスト、屋外配線図、自家発電室・変電室・サーバー室（電話交換機室を含む。）・バッテリー室・単線結線図及び平面図、電灯・動力・弱電幹線系統図、盤結線図、電灯・コンセント平面図、照明器具表（または姿図）、動力・弱電平面図、防災関係図、避雷針図、その他必要図
（５）図面（空調）
特記仕様書、図面リスト、機器表、配管系統図、ダクト系統図、各階配管平面図、各階ダクト平面図、排煙設備関係図、機器詳細参考図、制御・監視フローシート、制御機器表、自動制御系統図、自動制御・監視各階平面図、制御盤図、その他必要図
（６）図面（衛生）
特記仕様書、図面リスト、屋外配管図、機器及び器具表、配管系統図、各階配管平面図、詳細図（便所他）、その他必要図
（７）図面（昇降機）
特記仕様書、図面リスト、各階平面図（シャフト・昇降ロビー）、昇降機平面図、昇降機断面図、かご展開図、運行・監視盤図、その他必要図
（８）図面（解体）
特記仕様書、図面リスト、解体図、その他必要図面
（９）パース・模型等
鳥瞰図、外観図（烏丸通面）内観図、完成模型
（10）工事を伴う備品リスト
（11）建設工事工程表

別紙６　保険等の取扱いについて
１　建設工事保険、組立保険又は土木工事保険（又は類似の機能を有する共済等を含む。以下同じ。）
建設工事保険：建物の建築（増築、改築、改装、又は修繕を含む。）を主体とする工事を対象とする（一部に付帯設備工事、土木工事を含む場合も対象）。
組立保険：建物の付帯設備（電気設備、給排水衛生設備、空気調和設備、その他）又は機械、機械設備・装置その他あらゆる鋼構造物の組立、据付工事を主体とする工事を対象とする（一部に建築工事、土木工事を含む場合も対象）。
土木工事保険：土木工事を主体とする工事を対象とする（一部に建築工事、設備工事を含む場合も対象）。

＜付保の条件＞
ア　本契約のうち公共施設建設業務に係るすべての工事を対象とする。
イ　保険期間は工事開始日から本件引渡日までの間とする。
ウ　保険契約者は乙又は請負人等とする。
エ　被保険者は乙、請負人及びそのすべての下請人（リース仮設材を使用する場合はリース業者を含む。）、並びに甲を含む。
オ　保険金額は工事完成価格（消費税及び地方消費税を含む。）とする。
カ　補償する損害は火災事故を含む一般的な損害保険とする。
キ　乙は、当該保険を工事開始日までに付保するものとする。
（注）この「付保の条件」は最小限度の条件であり、乙の判断に基づき更に担保範囲の広い保証内容とすることを妨げるものではない。
２　請負業者賠償責任保険及び生産物賠償責任保険（又は類似の機能を有する共済等を含む。以下同じ。）
請負賠償責任保険：工事遂行に伴って派生した第三者（通行者、近隣居住者等を含む。）に対する対人・対物賠償損害を担保する。
（注）上記「建設工事保険」又は「組立保険」の特約として「損害賠償責任担保特約」を付帯する。

生産物賠償責任保険：完成引渡し後工事目的物の瑕疵に起因して派生した第三者（通行者、近隣居住者等を含む。）に対する対人･対物賠償損害を担保する。
＜付保の条件＞
ア　本契約の対象となっているすべての工事を対象とする。
イ　請負業者賠償責任保険の保険期間は工事開始日から本件引渡日までの間とする。
ウ　生産物賠償責任保険により保証されるべき期間は本件引渡日から10年間とする。
エ　保険契約者は乙又は請負人等とする。
オ　被保険者は乙、請負人及びそのすべての下請人（リース仮設材を使用する場合はリース業者を含む。）とする。
（注）この「付保の条件」は最小限度の条件であり、乙の判断に基づき更に担保範囲の広い保証内容とすることを妨げるものではない。

３　施設・昇降機賠償責任保険等
（１）施設・昇降機賠償責任保険及びビルメンテナンス業者賠償責任保険（または類似の機能を有する共済等を含む。以下同じ）

施設・昇降機賠償責任保険：施設・昇降機の所有、使用、管理の欠陥に起因して発生した第三者（府職員、公共施設利用者、通行者、近隣居住者等を含む）に対する対人・対物賠償損害を担保する。
ビルメンテナンス業者賠償責任保険：本件施設の維持管理（保守点検、メンテナンス含む）の欠陥に起因して派生した第三者賠償損害（主として施設等管理財物自体）に対するメンテナンス業者の負うべき対人・対物賠償損害を担保する。

（注）請負賠償責任保険（管理者特約又は受託者賠償責任保険付帯）により上記損害を担保することは可能である。

＜付保の条件＞

ア　本契約の対象となっている公共施設を対象とする。
イ　保険期間は本件管理施設の維持管理開始日から本契約終了時までの全期間とする。
（注）賠償責任保険は毎１～３年程度の期間ごとに更新を行う場合でも良い。

ウ　保険契約者は乙又は維持管理受託者とする。
エ　施設・昇降機賠償責任保険被保険者は甲、乙、維持管理受託者及びその全ての維持管理再受託者等とする。

オ　ビルメンテナンス業者賠償責任保険の被保険者は乙、維持管理受託者及びそのすべての維持管理再受託者等とする。
（注）上記の「付保の条件」は最小限度の条件であり、乙の判断に基づき更に担保範囲の広い保証内容とすることを妨げるものではない。

（２）その他、乙において必要と判断する保険

別紙７　公共施設建設業務の提出書類
１　建設工事業務を開始するまでに提出する書類（解体撤去工事を含む）
	提出書類
	提出サイズ、提出部数

	
	原図原本
	第２原図
	写し
	青図
	製本

	１
	全体工程表
	
	
	A3,2
	
	

	２
	工事計画書
	
	
	A4,2
	
	

	３
	着工届
	
	
	A4,2
	
	

	４
	現場代理人等通知
	
	
	A4,2
	
	

	５
	監理技術者資格者証
	
	
	A4,2
	
	

	６
	建退共掛金収納書
	
	
	A4,2
	
	

	７
	労災保険成立証明書
	
	
	A4,2
	
	

	８
	火災保険等証書
	
	
	A4,2
	
	

	９
	下請人名簿
	
	
	A4,2
	
	

	10
	工事監理者届
	
	
	A4,2
	
	

	11
	建設業務実施体制表
	
	
	A4,2
	
	

	12
	電気保安技術者届
	
	
	A4,2
	
	

	13
	安全管理組織表
	
	
	A4,2
	
	

	14
	その他必要な図書
	
	
	A4,2
	
	


２　建設工事期間中の提出書類
	提出書類
	提出サイズ、提出部数

	
	原図原本
	第２原図
	写し
	青図
	製本

	１
	月間工程表
	
	
	A3,2
	
	

	２
	週間工程表
	
	
	A4,2
	
	

	３
	施工計画書

（当該工種の工事着手前に提出すること。）
	
	
	A4,2
	
	

	４
	メーカーリスト
	
	
	A4,2
	
	

	５
	工事監理報告書
	
	
	A4,2
	
	

	６
	施工報告書（検査・試験結果の報告書）
	
	
	A4,2
	
	


注　上記は、すべて電子データの納品対象とする。

別紙８　竣工図書
	提出書類
	提出サイズ、提出部数

	
	原図原本
	第２原図
	写し
	青図
	製本

	１
	引渡物件調書
（１）完成建物一覧表

（２）完成工作物・設備施設等一覧表

（３）付属物品・予備物品一覧表

（４）鍵番号明細表

（５）使用仕上げ材一覧表

（７）下請人名簿

（８）緊急連絡先一覧表
	A4,2
	
	
	
	

	２
	竣工図（内容は※１参照）
	
	
	
	
	

	３
	工事写真

（『工事写真の撮り方－最新版』による。）
	
	
	
	
	

	４
	竣工写真

（撮影箇所は※２参照）
	
	
	
	
	

	５
	諸官庁協議議事録
	
	
	
	
	

	６
	建設廃棄物処理実績報告書

（マニフェストＡ、Ｂ２、Ｄ、Ｅ表共、提出）
	
	
	
	
	

	７
	化学物質の室内濃度を測定した報告書
	
	
	
	
	

	８
	許認可届出書類一式

（各検査済証等含む。（建築基準法等））
	
	
	
	
	

	９
	各種材料等検査試験成績書
	
	
	
	
	

	10
	各種保証書
	
	
	
	
	

	11
	確定測量成果品一式（図面サイズは任意とする。）
	
	
	
	
	

	12
	維持保全に関する引継書
	
	
	
	
	

	13
	各種取扱説明書
	
	
	
	
	


※１　別紙５の「３　実施設計図書」の成果物のうち（１）～（10）に記載する全てのものとする。
※２　竣工写真撮影箇所等：専門業者による撮影とし、撮影箇所・数は以下の通りとする。

（外観）：６カット
（内観）：運転免許更新センター（仮称）５カット、地域防犯ステーション（仮称）３カット

※３　上記竣工図書は、すべて電子データの納品対象とする。
別紙９　目的物引渡しに係る書類
目 的 物 引 渡 書
                                                                年　　月　　日
      京　都　府　知　事　　様
                         　　       事業者　住所
                             　
                               　　         氏名                        印
次の施設を、運転免許更新センター・地域防犯ステーション（仮称）等複合施設整備事業契約書第51条の規定により、下記引渡年月日付けで引渡しいたします。
                                       記
１　事業の名称
  　
　
２　事業の場所
３　施設の名称

４　引渡年月日

-------------------------------------------------------------------------------------------------------
様

上記引渡年月日付けで、上記の施設の引渡しを受けました。

京都府知事　　　印
別紙10　本事業における対価の支払方法
１　埋蔵文化財調査費用

埋蔵文化財調査業務の実施・委託は乙が行うこととし、実施費用は乙が負担する。
２　公共施設の区分所有部分取得費用
(1)　公共施設の区分所有部分取得費は、以下のとおりとする。
公共施設の区分所有部分取得費　　　　金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

(2)　第30条の規定により提出される工事費内訳書により、上記の金額の内訳が変更される場合がある。
(3)　支払い方法

公共施設の引渡し後、●日以内に、一括して、支払う。
３　公共施設維持管理の対価の構成
	区分
	支払い対象となる業務
	金額（年額）

	建物保守管理業務
	建物保守管理業務
	円

	設備保守管理業務
	設備保守管理業務
	円

	清掃業務
	清掃業務
	円

	駐車場管理業務
	駐車場・駐輪場の管理業務
	円

	警備業務
	警備業務
	円


なお、第86条に基づき原状回復を行う場合、原状回復行為を開始する日から本事業契約の期間満了日までの期間については、維持管理の対価は発生しない。
４　維持管理の対価の支払方法及び時期
維持管理業務実施後、履行確認の上、請求書を受け、以下の金額について年１回支払いを行う。

ただし、実施期間が１年に満たない場合は、業務に要した日数を甲が確認のうえ、年365日の日割り計算で計算した金額を支払う。
	
	期間
	金額（年額）

	
	公共施設の運営が行われている期間
	●円


５　維持管理業務の対価の見直し
事業期間中の物価変動に対応して維持管理の対価を改定する。
維持管理業務開始年度を基点に３年毎に維持管理の対価の見直しを行う。
●１回目の支払い額の改定
本事業契約締結日の属する月の指標と維持管理業務開始の２か月前の指標を比較し、３％を超える変動がある場合、維持管理業務開始年度の支払い額を以下の「改定率及び支払い額の算出方法」に記載された算式に基づき改定する。
ＡＰi＝Ｐo×（ＣＳＰＩo／ＣＳＰＩi）
ただし、｜（ＣＳＰＩO／ＣＳＰＩｉ）－１｜＞３％
ＡＰi＝１回目の維持管理業務の対価
ＣＳＰＩｏ＝事業契約締結日の属する月の「企業向けサービス価格指標」「建物サービス」（日本銀行・物価関連統計）確定値。
ＣＳＰＩｉ＝維持管理業務開始の２か月前の企業向けサービス価格指標」「建物サービス」（日本銀行・物価関連統計）確定値。
●２回目の支払い額の改定
改定対象となる年度の３年度前の４月の指標と改定対象となる前年度の６月の指標を比較し、３％を超える変動がある場合、次年度の支払い額を以下の「改定率及び支払い額の算出方法」に記載された算式に基づき改定する。
ＡＰｔ＝ＡＰｔ－３×（ＣＳＰＩｔ－１／ＣＳＰＩｔ－３）
ただし、｜（ＣＳＰＩｔ－１／ＣＳＰＩｔ－３）－１｜＞３％
ＡＰｔ＝ｔ年度の維持管理業務の対価
ＣＳＰＩｔ＝ｔ年度の「企業向けサービス価格指標」「建物サービス」（日本銀行・物価関連統計）確定値。
●３回目以降の支払い額の改定
改定対象となる年度の４年度前の４月の指標と改定対象となる前年度の６月の指標を比較し、３％を超える変動がある場合、次年度の支払い額を以下の「改定率及び支払い額の算出方法」に記載された算式に基づき改定する。
ＡＰｔ＝ＡＰｔ－３×（ＣＳＰＩｔ－１／ＣＳＰＩｔ－４）
ただし、｜（ＣＳＰＩｔ－１／ＣＳＰＩｔ－４）－１｜＞３％
ＡＰｔ＝ｔ年度の維持管理業務の対価
ＣＳＰＩｔ＝ｔ年度の「企業向けサービス価格指標」「建物サービス」（日本銀行・物価関連統計）確定値。
別紙11　事業用定期借地権設定契約の様式
事業用定期借地権設定契約
貸付人京都府（以下「甲」という。）と借受人●●[代表法人]（以下「代表法人」という。）とは、次の条項により事業用定期借地権設定契約（以下、「本契約」という。）を締結する。なお、本契約に別途定義されている用語を除き、本契約中使用される用語は、甲と●、●、●、●の間で締結された平成●年●月●日付け「運転免許更新センター・地域防犯ステーション（仮称）等複合施設整備事業 事業契約」（以下「本事業契約」という。）に定義される意味を有する。
第１条（貸付物件）
甲は、次の土地（以下、「貸付物件」という。）について、借地借家法（平成3年法律第90号）第23条に定める事業用定期借地権（以下、「本借地権」という。）を設定し、公正証書により本契約を締結することにより、代表法人に貸し付ける。

	所在
	地目
	地積
	実測面積
	所有者
	備考

	京都市下京区烏丸通七条下る東塩小路町702番２
	宅地
	545.45㎡
	
	京都府
	

	京都市下京区烏丸通七条下る東塩小路町702番３
	宅地
	595.04㎡
	
	京都府
	

	京都市下京区烏丸通七条下る東塩小路町707番２
	警察署敷地
	1,477㎡
	
	京都府
	

	京都市下京区烏丸通七条下る東塩小路町702番５
	公衆用道路
	149㎡
	
	本件財団
	京都府が本件財団から賃借

	合計
	
	2766.49㎡
	2,678.78㎡
	
	


第２条（使用目的）
１
代表法人は、本事業契約に基づき、貸付物件を貸付申請書に記載した使用目的並びに添付した利用計画及び事業計画のとおりの用途に自ら供さなければならない。

２
代表法人は、貸付物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和２３年法律第122号）第２条第１項に規定する風俗営業及び同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業並びに暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団の関連施設その他周辺住民に著しく不安を与える施設の用、公の秩序又は善良の風俗に反する目的の用その他周辺住民の迷惑となる目的の用に使用してはならない。
３
代表法人は、甲の承諾なしに使用目的を変更してはならない。
第３条（敷金）
１
代表法人は、本契約締結と同時に本契約に基づく代表法人の債務不履行を担保するため、貸付料の１年分相当の敷金を支払う。ただし、その額に100円未満の端数が生じた場合には、その端数を100円に切り上げるものとする。甲が代表法人の期限の到来した債務に敷金を充当し、それにより甲が保有する敷金の金額が本条に定める支払われるべき敷金額に不足した場合には、代表法人はその不足額を直ちに甲に支払わなければならない。

２
甲は、敷金を無利息で保管する。甲は、本契約終了の際に本件土地の明渡しを受け、かつ本件土地上の建物の滅失登記及び本借地権の登記が抹消された場合には、敷金を代表法人に返還する。ただし、甲は代表法人の期限の到来した貸付料債権及び土地の原状回復のための費用の償還請求権その他本契約に基づく債務を有するときは、いつでも対当額で相殺できるものとする。
３
代表法人は、敷金の返還請求権を第三者に譲渡又は質権その他の担保に供することはできない。

４
代表法人は、貸付料が増額され敷金が不足することになった場合には、不足分を速やかに補填しなければならない。
５
甲は、貸付料が減額され敷金が過納となった場合には、過納分を速やかに代表法人に返還する。返還する敷金には利息を付さない。
第４条（貸付期間）
１
貸付期間は、平成●年●月●日[本事業用地の引渡日（本件工事開始日と同日またはそれ以後の日）]から平成●年●月●日とする。
２
本借地権については、契約の更新（更新の請求及び土地の使用の継続によるものを含む。）及び建物の築造による存続期間の延長がなく、また、代表法人は建物の買取りを請求することはできないものとする。

３
本借地権については、借地借家法第３条ないし第８条、第13条及び第18条並びに民法第619条の適用はないものとする。
第５条（区分所有権の成立及び借地権の準共有）
１
本事業契約に基づき、貸付物件上には公共施設、民間提案施設、及び財団施設の合築建物（以下、「本事業建物」という。）が建築され、甲が公共施設を所有し、代表法人が民間提案施設を所有し、本件財団が財団施設を所有することにより、代表法人は本事業建物を甲及び本件財団と区分所有するものとする。
２
前項の場合、甲、代表法人及び本件財団は、本事業建物にかかる各自の専有部分の割合に応じて、本借地権を準共有するものとする。

第６条（貸付料）
１
貸付物件の月額地代単価は、１平方メートルあたり●円とする。代表法人が甲に支払う月額貸付料は次に掲げるとおりとする。１月未満の貸付期間に係る貸付料は、日割計算により算出した金額とする。ただし、その額に10円未満の端数が生じた場合には、その端数を切り捨てるものとする。なお、以下の「計算基礎面積」とは貸付物件の実測面積からセットバック分を除いた2,606.68㎡をいう。
(1)　本契約締結日から本件引渡日の前日まで
月額貸付料＝（月額地代単価）×（計算基礎面積）
(2)　本件引渡日以降
月額貸付料＝（月額地代単価）×（代表法人の専有割合）×（計算基礎面積）

２
貸付物件の１平方メートル当たりの月額地代単価は、地価や物価の変動による３年ごとの改定のほか、法令等の改正及び社会情勢の変動その他の理由がある時は、適正な額に改定するものとし、甲から代表法人に対し通知する。
３
甲は、第３条に規定する敷金の金額及び本条第１項に規定する専有割合について、本事業建物の完成時に完成図書に基づいて見直すことができるものとし、当該割合が修正される場合は、それにより修正された月額貸付料金額を本件引渡日から適用する。

４
代表法人は、貸付料の前払い（以下、「前払地代」という。）として、以下の金額を、以下の期日に甲に支払う。前払地代は、以下の期間にわたる貸付料の一部に均等にそれぞれ充てるものとする。
	前払地代の金額
	支払期日
	一年あたりの
充当金額
	充当期間

	
	
	
	平成●年１月から平成●年12月まで


５
甲と代表法人は、契約期間満了時において、前払地代として一時金の支払いがあったことを根拠とする借地権の消滅の対価に相当する金銭の授受は行わない。
６
本借地権の存続期間の満了前に本契約を解除する場合において、甲は、前払地代のうち契約期間の残余の期間に充当されるべき前払地代の合計額を代表法人に返還しなければならない。この場合において、返還すべき金員は日割り計算によるものとし、利息を付さないものとする。

第７条（貸付料の納付）
１
代表法人は、毎年度、その年度に属する貸付料を当該年度開始前の甲の発行する納入通知書により指定された期日までに納付しなければならない。
２
前項の規定は、前条第２項の規定により改定した貸付料の納付方法に準用する。
３
前条第３項の規定により、貸付料が修正される場合には、本条第１項に規定する貸付料の納付方法は修正されるものとする。ただし、修正後の貸付料の納付方法は、本条第１項に準じたものでなければならない。
第８条（延滞利息）
１
代表法人は、前条に基づき、甲が指定した期日までに貸付料を納付しないときは、その納期限の翌日から納付した日までの日数に応じ、商法（明治32年法律第48号）第514条に規定する利率で計算した金額を遅延利息として甲に納付しなければならない。
２
前項の規定により計算した遅延利息の額については、京都府延滞金等の徴収に関する条例（平成23年京都府条例第29号）の規定による端数処理の計算方法の適用後の額とする。
第９条（充当の順序）
代表法人が、貸付料及び延滞金を納付すべき場合において、納付された金額が貸付料及び延滞金の合計額に満たないときは、まず延滞金から充当する。

第10条（物件の引渡し）
甲は、第４条に定める貸付期間の初日に貸付物件を現状のまま代表法人に引渡すものとする。

第11条（貸付物件の一部消失）
甲は、貸付物件が代表法人の責めに帰すことのできない事由により滅失またはき損した場合には、滅失またはき損した部分にかかる貸付料として甲が認める金額を減免する。

第12条（使用上の制限）
１
代表法人は、貸付物件及び貸付物件上に所在する民間提案施設について、増改築等により現状を変更（軽微な変更を除く。）しようとするときは、事前に増改築等をしようとする理由及び当該増改築等の計画を書面によって申請し、甲の承認を受けなければならない。

２
前項に基づく甲の承認は、書面によるものとする。

第13条（貸付物件上の建物の管理）
本事業建物の維持管理は、建物の区分所有等に関する法律（昭和37年4月4日法律第69号）、本事業契約及び各区分所有者が協議の上作成する管理規約に従い、実施するものとする。

第14条（権利譲渡等の禁止）

１
代表法人は、本借地権を第三者に譲渡しようとするときは、事前にその理由を記載した書面によって甲に申請し、その承認を受けなければならない。ただし、代表法人は、本事業契約上の民間提案事業及び民間提案施設に関する部分の地位の譲渡とともに本借地権を本事業契約の契約上の地位の譲受人に対して譲渡する場合でなければ、本借地権を第三者に譲渡することはできない。

２
前項の規定にかかわらず、本事業契約に基づき代表法人は本件財団に対して財団施設の区分所有権を譲渡するとともに、本借地権の準共有持分を譲渡する。
３
代表法人は、本借地権に抵当権、質権その他の担保物権を設定しようとするときは、事前にその理由を記載した書面によって甲に申請し、その承認を受けなければならない。
４
代表法人は、民間提案施設を第三者に貸し付けようとするときは、事前に当該第三者の概要及びその他甲が合理的に要求した内容を記載した書面によって甲に申請し、その承認を受けなければならない。
５
前項の場合、代表法人が第三者と締結する建物賃貸借契約は、借地借家法第38条に定める定期建物賃貸借としなければならず、かつ、本契約第４条第１項に定める貸付期間を越える契約期間の建物賃貸借契約を締結してはならない。
６
第１項から第４項までの規定に基づく甲の承認は、書面によるものとする。

第15条（物件保全義務等）
１
代表法人は、善良な管理者としての注意をもって貸付物件の維持保全に努めなければならない。

２
代表法人は、前項の注意義務を果たさなかったため貸付物件が損壊し、第三者に損害を与えた場合には、その賠償の責任を負うものとし、甲が代表法人に代わって賠償の責任を果たした場合には、代表法人に求償することができる。
第16条（実地調査等）
甲は、次の各号の一に該当する事由が生じたときは、代表法人に対し本事業建物の業務又は資産の状況に関して質問し、実地に調査し又は参考となるべき資料その他の報告を求めることができる。ただし、本事業建物の代表法人の専有部分への立ち入りは代表法人に事前に通知するものとする。
(1)
第７条に定める貸付料の納付がないとき
(2)
第12条及び第14条に定める承認申請があったとき
(3)
代表法人が本契約に定める義務に違反したとき

第17条（違約金）
１
代表法人は、第２条、第12条第１項、第14条又は前条に定める義務に違反した場合には、貸付料の年額に相当する金額を違約金として、甲に支払わなければならない。

２
代表法人は、第６条第２項又は第３項により貸付料が改定された後において、本契約に違反した場合の違約金は、第６条第２項又は第３項の期間について甲の定める基準により算定した金額（貸付料年額）によることに同意する。なお、金額については甲が通知する。

３
前各項に定める違約金は、第22条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。

第18条（契約の解除）
１
甲は、代表法人が本契約に定める義務に違反した場合には、本契約を解除することができる。

２
甲は、貸付物件を国、地方公共団体その他公共団体において公用又は公共用に供するため必要を生じたときは、本契約を解除することができる。
３
甲は、代表法人が京都府暴力団排除条例（平成22年京都府条例第23号）第2条第4号に掲げる暴力団員等に該当し、又は該当していたことが判明したときは、本契約を解除することができる。
４
甲は、本事業契約を解除した場合には、本契約を解除することができる。
第19条（瑕疵担保）

貸付物件に数量不足その他の瑕疵のあることが判明した場合でも、代表法人は甲に対して貸付料の返還もしくは減免又は損害賠償の請求をすることはできない。
第20条（貸付物件の返還）

第４条に定める貸付期間が満了したとき又は第18条の規定により本契約が終了したときは、代表法人は、原状回復措置等を講じた上で、貸付物件を甲の指定する期日までに返還しなければならない。ただし、甲が原状回復を免除した場合はこの限りではない。
第21条（貸付料の精算）
甲は、本契約が解除された場合には、未経過期間にかかる貸付料を返還する。返還すべき金員は日割り計算によるものとし、利息を付さない。ただし、その額が千円未満の場合には、この限りでない。

第22条（損害賠償等）
１
代表法人は、本契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。

２
代表法人は、地方自治法第238条の５第４項の規定に基づき本契約が解除された場合において損失が生じたときは、同条第５項の規定に基づきその補償を請求することができる。
第23条（有益費等の放棄）
代表法人は、第４条に規定する貸付期間が満了した場合又は第18条の規定により契約が終了した場合において、貸付物件を返還するときは、代表法人が支出した必要費及び有益費等については、本事業契約に定める場合を除き、甲に対しその償還等の請求をすることができない。

第24条（契約の費用）
本契約の締結に関して必要な費用は、代表法人の負担とする。
第25条（信義誠実等の義務・疑義の決定）
１
甲及び代表法人は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。

２
代表法人は、貸付物件の一部が甲の府有財産であることを常に考慮し、適正に使用するように留意しなければならない。
３
本契約に関し疑義があるときは、甲及び代表法人が協議の上決定する。

第26条（裁判管轄）
本契約に関する訴えの管轄は、本事業施設の所在地を管轄とする京都地方裁判所とする。

上記の契約の締結を証するため本契約書２通を作成し、両者記名押印の上、各自その1通を保有する。


平成●年●月●日

甲　　京都府
知　　　事
代表法人　[   ]株式会社
代表取締役
別紙12　個人情報取扱特記事項
（基本的事項）
第１　乙は、本事業契約による個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないようにしなければならない。
（秘密の保持）
第２　乙は、本事業契約による事務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはならない。本事業契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。
（目的外収集・利用の禁止）
第３　乙は、本事業契約による事務を処理するため、個人情報を収集し、又は利用するときは、受託事務の目的の範囲内で行うものとする。
（第三者への提供の禁止）
第４　乙は、本事業契約による事務を処理するため甲から提供を受け、又は乙自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、甲の承諾なしに第三者に提供してはならない。
（複写、複製の禁止）
第５　乙は、本事業契約による事務を処理するため甲から提供を受け、又は乙自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、甲の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。
（適正管理）
第６　乙は、本事業契約による事務を処理するため甲から提供を受け、又は乙自らが収集し、若しくは作成した個人情報の滅失及びき損の防止に関する措置を講じなければならない。
（作業場所の指定等）
第７　乙は、甲が指定する場所以外の場所で、本事業契約による個人情報を取り扱う事務を処理してはならない。ただし、甲が指定する場所以外の場所で、本事業契約による個人情報を取り扱う事務を処理する必要がある場合において、あらかじめ当該作業場所における個人情報の安全確保の措置の内容を甲に届け出て、甲の承諾を得た場合はこの限りでない。
（運搬）
第８　乙は、本事業契約による事務の処理その他本事業契約の履行に関し、個人情報が記載された資料等を運搬するときは、個人情報の漏えい、き損及び滅失を防止するため、乙の責任において、確実な方法により運搬しなければならない。
（資料等の返還等）
第９　乙が本事業契約による事務を処理するために、甲から提供を受け、又は乙自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された全ての資料等は、その契約完了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし甲が別に指示したときは当該方法によるものとする。
（従事者への周知及び監督）
第10　乙は、本事業契約による事務に従事している者に対し、在職中はもとより退職後においても、その事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないこと、これに違反した場合は、京都府個人情報保護条例（平成８年京都府条例第１号）により罰則が適用される場合があることなど、個人情報の保護のために必要な事項を周知するとともに、個人情報の適正管理の徹底が図られるよう、必要かつ適切な監督を行わなければならない。
（取扱い状況の報告及び調査）
第11　甲は、必要があると認めるときは、本事業契約による個人情報の取扱いの状況について、乙に報告させ、又は随時実地に調査することができるものとする。
（指示）
第12　甲は、本事業契約による個人情報の取扱いが不適当と認められるときは、乙に対して必要な指示を行うものとし、乙は、その指示に従わなければならない。
（事故の場合の措置）
第13　乙は、本事業契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。
注１ 甲は実施機関、乙は受託者をいう。
２ 委託事務の実態に即して、適宜必要な事項を追加し、不要な事項は省略することとする。
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